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11/8 未来投資会議 構造改革徹底推進会合 

「企業関連制度・産業構造改革・イノベーション」会合 

（雇用・人材）（第１回） 
 

（開催要領 ） 

1．開催日時：2017 年 11 月 8 日（水） 8:45～10:45 

2．場  所：合同庁舎４号館 12 階全省庁共用 1214 特別会議室 

3. 出 席 者： 

越智 隆雄 内閣府副大臣  

  

 小林 喜光 経済同友会代表幹事 

金丸 恭文 フューチャー株式会社代表取締役会長兼社長 グループ CEO 

 

小城 武彦 株式会社日本人材機構代表取締役社長 

亀田 浩樹 株式会社三菱東京 UFJ 銀行執行役員システム本部長 

川田 誠一 産業技術大学院大学学長 

山田  久 株式会社日本総合研究所理事 

 

（議事次第 ） 

１． 開会 

２． 有識者プレゼンテーション 

  -株式会社日本総合研究所山田理事 

 -株式会社日本人材機構小城代表取締役社長 

３． 関係省庁説明 

 １．成長分野への人材移動 

 ２．「第４次産業革命」「人生 100 年時代」のキャリア形成支援 

 （１）IT 人材 

 （２）人材育成の取組 

 ３．教育改革 

４． 自由討議 

５． 閉会 

 

（配布資料 ） 

資料１  ：株式会社日本総合研究所山田理事提出資料 

資料２ ：株式会社日本人材機構小城代表取締役社長提出資料 

資料３ ：厚生労働省提出資料 

資料４ ：経済産業省・厚生労働省・総務省・文部科学省提出資料 

資料５ ：文部科学省提出資料 
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（広瀬日本経済再生総合事務局次長）  

 ただいまから、第１回「未来投資会議 構造改革徹底推進会合『企業関連制

度・産業構造改革・イノベーション』会合（雇用・人材）」を開会いたします。 

 御多忙の中、御参集いただきましてありがとうございます。 

 まず初めに、越智副大臣から御挨拶をいただきたいと思います。よろしくお

願いいたします。 

 

（越智副大臣）  

皆様おはようございます。本日はお忙しい中、お集まりいただきましてあり

がとうございます。 

 本日の構造改革徹底推進会合では、生産性革命の鍵となる人材について、こ

れまでの成長戦略に掲げられた施策に関する現状分析と課題の洗い出しを行い

まして、今後の取り組みの方向性について議論を行うこととしております。 

 人材については、2013年の日本再興戦略の策定以来、成長戦略においてさま

ざまな取り組みを進めてまいりました。さらに、昨年から第４次産業革命人材

育成推進会議を開催して、第４次産業革命の時代に求められる人材像や、その

育成のあり方などについて議論して、その成果をIT力強化集中緊急プランとし

て未来投資戦略2017に盛り込んだところでございます。 

 本日はこれらの施策について、人材を成長分野にどうシフトさせていくかと

いう成長分野への人材移動、人材の育成のためにどう取り組んでいくのかとい

うキャリア形成支援、人材育成の基盤となる教育をどう改革するかという教育

改革の３つの柱で議論を進めてまいります。この３つの柱は相互に関連するも

のでありまして、トータルな視点で施策を検討していくことが重要であると考

えています。 

 本日は小林会長、金丸副会長に加えまして、５人の民間有識者の皆様に御参

加をいただいています。ぜひとも率直な御意見をいただけたら大変ありがたい

と思います。どうぞよろしくお願いいたします。 

 

（広瀬日本経済再生総合事務局次長）  

ありがとうございます。 

 それでは、報道関係者の方はここで御退室をいただければと思います。 

 

（報道関係者退室） 

 

（広瀬日本経済再生総合事務局次長）  

本日の会議は、民間からの有識者といたしまして、株式会社日本総合研究所
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の山田久理事。株式会社日本人材機構代表取締役社長の小城武彦様。株式会社

三菱東京UFJ銀行執行役員システム本部長の亀田浩樹様。産業技術大学院大学学

長の川田誠一様の４名の方に御出席いただいております。 

 その他の出席者の皆様につきましては、時間も限られておりますので、失礼

ながらお手元にお配りさせていだいております座席表と出席者名簿でかえさせ

ていただきます。 

 なお、山田理事におかれましては、御都合により途中で御退席予定です。 

 本日は、株式会社日本総合研究所の山田理事から「生産性向上につながる人

材投資・労働市場改革」というテーマで、生産性向上に向けた人材育成、教育

システム改革等についてプレゼンをいただきまして、その後、日本人材機構の

小城社長から「地方経済圏への人材移動の重要性」というテーマで、民間人材

ビジネスのお立場から、大企業から地方の中小企業への経営人材の移動のため

にどのような取り組みをされているかなどについてプレゼンをいただきます。 

 その後、これまでの成長戦略の進捗状況と今後の取り組みについて、成長分

野への人材移動、「第４次産業革命」「人生100年時代」のキャリア形成支援、

そして教育改革という３つの項目に分けて各省より御説明いただいた上で、自

由討議を予定しております。 

 早速でございますけれども、山田理事からプレゼンをお願いいたします。 

 

（山田株式会社日本総合研究所理事）  

日本総合研究所の山田でございます。どうぞよろしくお願いいたします。 

 私からは、表題にありますように、生産性向上のために人材投資・労働市場

改革としてどういうことが求められるのかということについて、主にヨーロッ

パとの比較の観点からお話をさせていただきます。 

 まず前提としてですけれども、労働生産性の低迷の状況、ここのあたりは説

明する必要もないと思いますが、左側が実質ベースで見た労働生産性、右側が

名目ベースで見た生産性ですけれども、日本とドイツ、スウェーデン、アメリ

カ、G7を比較しております。かつて日本は高い労働生産性を誇っておりました

が、近年、諸外国の中でも劣る、特に右側にありますが、名目ベースの生産性

が劣っているということが顕著だという、これは事実確認でございます。 

 その背景ですけれども、下に図表が載っておりますが、産業構造変化によっ

て低い生産性のものが減って、高い生産性のものが大きくなっていく。そうい

う産業間の労働移動による要因と、それぞれの産業ごとの生産性がどうなって

いるか。その２つの要因に分けて分析をしてございます。 

 左側が全産業ベースで右側が製造業ベースですけれども、結論だけ申し上げ

ますと、それぞれの産業での生産性の上昇テンポが鈍化していることに加え、

産業間の労働移動も停滞してきている。その意味では特に最初に申し上げまし



4 

 

た産業内での生産性低迷の背景には人材投資の近年の減少、具体的に言うと非

正規化とか、選別化による全体としての総量の不足が１つあると思いますし、

労働移動というのが大きなネックになっている。このあたりが確認されており

ます。 

 この背景にあるものは何かということで、特に冒頭に申し上げましたヨーロ

ッパとの比較の話をさせていただきます。ヨーロッパ、アメリカも一部同じよ

うな傾向がありますけれども、日本と欧米との間で人材育成のあり方が違うと

いうことかと思います。日本は特に個社別のOJTが中心になっている。これに対

して欧米ではもちろんOJTというのも非常に重要ですけれども、それと同時にい

わばOFF-JTが有機的に連関がなされているということかと思います。ドイツの

デュアルシスムというのは最も典型的な例だと思うのですけれども、特に教育

機関、学校教育の中に、かなりいわゆるOFF-JTのところ、企業以外のところで

も、特に学校教育機関の中にかなり実践的な職業教育の仕組みが組み込まれて

いるところが大きな違いということかと思います。 

 かつて日本は企業も余裕がありましたので、十分な人材投資ができていたと

思いますけれども、近年、非正規化の進展あるいは収益が従来に比べて落ちて

きているということで、そういう意味では企業だけでは十分な投資ができなく

なってきているという状況かと思います。 

 もう一つ重要なのは、今回の人生100年プランというところとの関係でも、図

表2-3にありますように日本は極めて成人教育の割合が低いということで、リカ

レント等の部分ではかなり遅れてきているというのが実態かと思います。そう

いう意味では特に大学あるいは高等教育機関の改革が必要になっているという

ことかと思います。 

 ここでヨーロッパでどういうメカニズムで、特に高等教育機関が人材育成の

ところに貢献しているのかということを少し分析したのがこの後ですけれども、

まず図2-4ですが、これは時間当たり労働生産性と、25歳以上の教育参加率をヨ

ーロッパの国ごとにプロットしたものです。とりあえずざっくり見たものです

けれども、やはり成人参加率の高い国ほど時間当たりの生産性が高い。これは

緩やかな相関が見られるということかと思います。 

 この背景にあるものは、これだけだとはっきりわからないのですけれども、

ここにあるのは何かということで言いますと、結論的に言いますと、ヨーロッ

パの場合は職種に対して働く人々というのがかなり強い、アイデンティティー

があって、そのこともあって専門職比率が高くなっております。いわゆるプロ

フェッショナルな人材が多いということが、労働生産性が高い非常に大きな要

因になっているということかと思います。 

 少し分析めいたところを解説させていただきますと、図表2-5ですけれども、

これも同じヨーロッパ諸国で専門職の比率が縦軸、横軸が成人教育の参加率と
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いうことでとりますと、かなり強い相関が観測されます。一定程度有効なプロ

グラムをつくっていくときには、プロフェッションというところの定義がしっ

かりしていて、そのうえでカリキュラムをつくることが必要だということが背

景にあるということかと思います。 

 図表2-6をごらんいただきますと、労働生産性と専門職比率の割合の関係とい

うのが極めて相関性が高いことになってございます。この背景にあるロジック

というのは、例えば専門職でありますとプロフェッションというのはしっかり

定義できますので、一定のプロフェッションに必要なスキルは何かということ

の定義ができていきますので、そういうことでは教育プログラムが組みやすい。

それから、一定のそういう資格等が特に一部のヨーロッパでは普及しています

ので、資格等が整備されていきますと、それをベースに転職しやすい。あるい

は転職しても賃金がそれほど下がらないということになってきますので、結局、

専門職が増えることによって能力を効率的に育成しやすい、それから、労働移

動も起こりやすいという、ここが大きなポイントになっているということかと

思います。その関係を図2-7のように整理しますと、こういう形になるというこ

とかと思います。 

 以上が分析なのですけれども、結局、政策的なインプリケーションは何かと

いうことですが、このページの上から３行目に書いているのが今日の最も言い

たいことなのですけれども、企業の外部に職業教育システムを整備、拡充する

ことが重要になってきているということが改めて確認できるということかと思

いますし、もう一つ重要なのは、単純にそれを教育機関だけがつくるというこ

とではなくて、企業がそれと連動してプロフェッショナル型の人材を積極的に

育成、活用していく。これが両輪になってお互いの有機的な関連ができて、有

効性が上がってくるということかと思います。 

 教育改革のほうにつきましては、この後、恐らく文科省様から御説明がある

ということかと思いますけれども、2019年度から新たな専門職大学あるいは専

門職短期大学が創設されることが決まっているということかと思います。この

内容自体は今日は時間の関係で余り説明できませんが、例えばドイツの専門大

学の制度、あるいはアメリカのコミュニティーカレッジ、スウェーデンにある

高等職業教育制度を見ましても、枠組みとしては基本的には有効なものができ

上がっているということかなと思います。 

 ただ、やはり問題は実効性ということであって、特に重要なのはこのページ

の下から３分の１のところに書いているところですけれども、産業界の積極的

な協力が重要になってくるかと思います。特に課題になってくるのは、適切な

指導体制が確保された企業内実習、先ほども申し上げたようなドイツにしろ、

アメリカにしろ、スウェーデンにしろ、職業教育がうまくいっていると言われ

ているところは、間違いなく企業内実習、インターンが制度化されていて、そ
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こに企業が積極的に関与しているということがあります。それをしっかりでき

るのか。 

 それから、大学の教員ももちろん理論的な教育が非常に重要ではありますけ

れども、同時に実務的な部分がよくわかっている教員も必要だということにな

ってきますと、人材面でどれだけ協力ができるかというのは、大きなポイント

になってくるということかと思います。 

 そうしてみますと、企業のほうの人材育成あるいは人材活用のあり方に関し

ても連動してやる必要があるということかなと思います。具体的にはここで３

点、御提案をさせていただいています。 

 １つは、インターンシップということの意味合いを改めてしっかり位置づけ

ていくということなのではないか。近年インターンシップは増えておりますけ

れども、どちらかというと採用に直結しているという形だと思いますが、例え

ばドイツなんかですと６カ月タームのインターンシップというのはかなり普及

しているということで、一定程度の期間を確保して、そこでそれなりの課題を

与え、かなりいろいろな実践的な経験を積むための仕組みというのが重要にな

ってくるのではないか。これを整備することで、結果として企業も実践的な教

育をする枠組みができて、先ほど申し上げました企業との連携というのができ

てくるのではないか。これ自体、企業にとっても多くの人にさまざまな教育機

会を与えますと、結果的にその企業に就職しなくても日本の人材全体につなが

りますので、これ自体は日本全体の活性化が結果として企業にとってはプラス

になると思いますし、ドイツなんかはそうですけれども、インターンシップを

することによって結果的にいい人材を選別していく、あるいはマッチングの効

果が上がるということで、これが極めて重要かと思います。 

 採用のルートも少し変わってきていますけれども、従来どうしてもストレー

トで大学を卒業し、そのまま就職する、あるいは理系であれば大学院をストレ

ートで出てというケースが多かったと思いますが、それはやはりいろいろな形

で多様にしていくべきではないか。例えば海外での留学をするとか、一定の職

業訓練や実際にアルバイトしたりして就職していくというのがヨーロッパの基

本になっているわけですけれども、非常にさまざまな変化が起こる中でそのよ

うな経験を積ませていくようなことをしていくことになりますと、今の就職の

やり方を大きく変えていかないと、将来的に多様な変化に対応できるような人

材というのは育成できないのではないか。学校から職場への移行に対するルー

ルづくりというのは極めて重要になってくるのではないかと思います。 

 ２つ目は、最終的には人材がプロとして独立、自立していくには、急に中高

年になってからということではなくて、若い時代からキャリアの棚卸しをする

プロセスをつくっていく必要がある。それから、大学の人材と企業の人材の交

換というか交流、そこが重要だと思います。時間の関係でこのあたりは割愛さ
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せていただきますが、課題として提起させていただきます。 

 あと２点。１つは実際には不採算事業というのは残っていて、ここから人を

ある意味、解放していって、成長分野に持っていくというのが、特に日本の場

合、大手の場合は解雇のルールが実態的に極めて厳しいということでできてい

ませんけれども、スウェーデンのケースを紹介します。１つ興味深いのは図表

4-2なのですけれども、これは日本で言うと経団連と連合のようなところが、一

定の不採算事業の整理をする場合は、人材の削減をするということは合意をと

るわけですけれども、同時に非営利の財団のようなものをつくりまして、そこ

に絶えずお金をプールしておく。企業が毎年人件費の一定割合を拠出してプー

ルする。それと同時に再就職のサービスを手厚く提供しているのですけれども、

このような仕組みというのは参考になるのではないかということであります。 

 最後に、最終的にはキャリア自立ということで、図表5-1は１つのモデルケー

スなのですけれども、基本的にはプロ人材をふやすということですが、一方で

全部日本の仕組みをがらっと変えることがいいのかというと、必ずしもそうで

はないのではないか。若いときはいろいろなことを経験させることが、むしろ

いい側面があるのではないかと考えています。そういう意味では途中からシフ

トしてくるような仕組みにしていく。そのようなことが重要ではないかという

ことです。 

 あと、いろいろな労働法周りのところで言うと限定正社員。数年前に議論に

なりましたけれども、途中でこの議論が止まっているような形になっておりま

す。それから、副業・兼業、雇われない働き方に関する就業ルールをしっかり

して、このような働き方が行われやすいような形にしていく。それによってキ

ャリア自立を促すという視点が重要ではないかと思います。 

 以上、駆け足になりましたけれども、とりあえず私からの報告は終わらせて

いただきます。どうもありがとうございました。 

 

（広瀬日本経済再生総合事務局次長）  

山田様、どうもありがとうございました。 

 続きまして、日本人材機構の小城社長からプレゼンをお願いいたします。 

 

（小城株式会社日本人材機構代表取締役社長）  

小城でございます。資料２をごらんください。私からは地方経済圏への人材

移動の重要性というテーマでお話を申し上げます。ぜひ皆様には地方経済圏が

大事な成長分野であるということを御理解いただきたいというのが狙いでござ

います。 

 ２ページ目、まず弊社の簡単な御紹介を申し上げます。政府主導でできた会

社でございまして、2015年末から仕事を始めております。業務内容は地域の中
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小企業に対して首都圏からいわゆるオーナーの右腕人材、経営幹部人材を御紹

介することを業務にしております。目的は生産性の向上です。それを通じて雇

用と賃金を拡大・向上させていきたいと思っております。終期が決まっており

まして、あと５年半で解散が義務づけられております。したがいまして、この

５年半の間で何とかマーケットをつくっていきたいと思って仕事をしてござい

ます。 

 ４ページ目、これは改めてなのですけれども、地方経済圏のポテンシャルの

大きさを再確認したいと思っておりまして、日本のGDP500兆円プラスアルファ

から１都３県と大阪市、名古屋市を全部引いても314兆円残ります。日本の経済

圏は現状でも６割は地方経済圏で動いているわけでございます。 

 ５ページが地域別、業種別の生産性でございますけれども、地方圏の製造業、

特にサービス業の生産性が大変低い。ここを何とか上げることができないか、

ということでやっておるところでございます。 

 ６ページ目以降が地域の中小企業の現状です。我々は2015年以降、さまざま

な地域にお邪魔して、本当に多くのオーナーにお目にかかってきました。 

 現状こんな感じです。７ページ目をごらんください。地域の中小企業の現状

は、少子高齢化、人手不足、内需縮小がとっくに顕在化しているのは御承知の

とおりでございます。したがいまして、オーナーにとっては現在の延長線上に

は解がないということは百も御承知。何とか事業モデルを変えたい、業務プロ

セスを何とかしたいと思っています。しかしながら、オーナーは孤軍奮闘です。

社内には相談できる相手が一人もいらっしゃいません。オーナー御本人と現場

しかいない。したがって、次の打ち手をどうするか悩んでいらっしゃいます。 

 少しブレークダウンしますと、中段にありますとおりいわゆる大企業であり

ますと経営戦略とか、経営管理とか、ITとか人事という部署がございます。中

小企業はそんな部署はございません。全てオーナーが１人でやっておられます。

したがって、この機能が全く欠落しています。したがって、ここができる人が

欲しい。加えて特に２代目、３代目のオーナーの場合には、仮に銀行がつくっ

た計画があるとしても、それをハンズオンで実行できる力がどうしても不足し

ている。加えて御承知のとおり事業承継には大変悩んでいらっしゃいます。し

たがいまして、その赤いところにありますとおりオーナーの右腕人材として変

革を主導できる幹部人材がどうしても必要です。こういう方がもし入れば即効

性ある変革の実現性は高いと読んでおります。 

 ８ページ目、１つ例をお持ちしました。創業150年を超えている造り酒屋さん

です。地元では誰もが知っている老舗。売り上げ約20億、従業員100名です。内

需縮小によって売り上げの減少がずっと続いております。過去の蓄積がありま

すので財務状態は良好。したがって、現状すぐ心配はないのですが、将来展望

が描けないという悩みをお持ちでいらっしゃいました。オーナーは58歳、７代
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目です。長男20代、東京の大企業で３年間勤務しましたが、入ってきたばかり

なのです。したがって、まだ力不足です。 

 メインの地域金融機関がつくった中期経営計画があるのですけれども、全然

実行されないということで、オーナー及び金融機関双方から御相談がありまし

た。我々が御紹介したメンバーがこの赤いところでございます。大手銀行及び

ベンチャー企業両方を経験した人間、44歳の男性を紹介しました。勤務につい

ては週２日でいいことになりました。これで十分なのです。オーナーの右腕兼

長男の教育係として現場に入りまして、この計画の実行を牽引しております。

即座に効果が出ておりまして、新商品の開発のスピードアップ及び営業強化。

これは銀行及びオーナー双方から大変感謝されております。 

 ９ページ以降で、供給源の首都圏の人材の我々の分析を御紹介してまいりま

す。 

 10ページ目、こんな方が地域の中小企業では活躍できるという人材像です。

オーナーの意向を踏まえて範囲を限定せずに、何でもやりますと主体的に動け

る方が必要です。異文化集団に飛び込みながら信頼を勝ち得るコミュニケーシ

ョン能力と柔軟性が必要です。混沌、未知、異文化を楽しむ姿勢であったり、

何よりもみずからの力、経験を社会のために使いたいという志を持った方を

我々は優先的に探しております。したがって赤いところにありますとおり、基

本はシニアではございません。我々シニアは民業圧迫になるので実はやってお

りません。したがって、東京での転職しか考えていないような30代から50代前

半までのバリバリの方を口説いて地方にお連れしております。大企業の仕事の

仕方、「自分はこれしかできません」という方は不向きです。また、中小企業

では部下はつきません。したがって、大企業だけではなくてベンチャー、中小

企業での実践もしくは修羅場経験があった方を優先的に探して御紹介をしてい

ます。 

 11ページ、昨年１年間の実績を御紹介します。やってわかったことは、首都

圏幹部人材は動きます。東京には地方企業の情報がほとんどないからです。仕

事のやりがいをしっかり伝え、オーナーが直接口説けば人は動きます。さらに

わかったことは、中小企業は規模は小さいですが、経営技量を高めるにはもっ

てこいです。したがって、経営者志向の人間には大企業よりもよっぽど魅力的

な職場ということが見えてきました。 

 また、先ほども少し御紹介しましたが、非常勤ニーズも結構ありますので、

我々副業・兼業は地方が先行すると読んでおります。昨年の実績、件数が入っ

ておりますが、御注目いただきたいのは下から２行目です。決定年収をごらん

ください。年収は下がりません。オーナーは基本的にはハローワークと縁故し

か採用した経験がありません。オーナーが自分の課題がクリアになり、自分が

会ったことがないような東京から来た人材が目の前に座りますと、財布のひも
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が緩むのです。したがって、年収がほとんど下がらないことがわかりました。

これはうれしいサプライズでした。 

 12ページ目、これも例でございます。副業のお話なのですけれども、実はこ

んなケースがありました。岩手県北部のＡ社、地元の水産品を扱っている地域

商社から相談がありました。何とかブランディング、マーケティングを強化し

たい。でも年収300万しか払えない。したがってＫさんを紹介しました。Ｋさん

は大手自動車メーカー出身です。中堅水産加工販売業にて生産現場から始まり、

経営まで経験をされまして、自分の成長を志向されているという方でした。彼

を紹介しました。すごい力を発揮しました。300万ですから月５日勤務となりま

した。驚いたことは、すごい人が東京から来たと地元で一気にうわさが広まり

まして、短期間でぱんぱんとＢ社、Ｃ社が決まったのです。したがって、今、

彼は３社で仕事をしております。全部パートタイムです。300～400万しかもら

っていませんが、合計すれば1,000万を超えるわけでございます。こんな形が地

方で先に広がるのではないかと思っているところでございます。 

 13ページ、一方で東京の人材の状況はどうか。大企業の人材は何とかしたい

と思っているのですが、今、東京に勤務されている大手企業の管理職の状態を

定点的に調べておりまして、我々はこのように見ています。一億総活躍では全

くないと思っておりまして、左側のグラフをごらんください。「あなたの会社

の同年代で、能力を発揮し活躍している人の割合はどの程度だと思われますか」

と聞きますと、こんな回答が返ってきます。３割以下との回答が５５％にのぼ

ります。右側、彼らは転職をしていらっしゃいません。もしキャリアをやり直

せるとしたら転職したかったか。イエスは56％です。つまり２人に１人以上の

方が、この会社をやめておけばよかったと思って仕事をしていらっしゃる。こ

れは本当にもったいない。こういった方々がもっと若いうちに１割でも２割で

も地方に来ていただければ、地方経済のもっと大きな成長が実現できると強く

思っています。 

 14ページ、この背景に何があるのか。彼らに聞いてみました。おたくの会社

の選抜はいつごろ終わっているのですかと。つまり将来の経営幹部陣です。大

体40前に終わっているそうなのです。では、その選に漏れた人にどのような通

達があるのですかといいますと、しっかり伝えてキャリアをやり直せ、考え直

せという機会を提供している会社はすごく少ないようでございます。22％しか

そういう機会がないという回答が返ってきました。したがって、実際に人事側

は選抜が終わったにもかかわらず、それを伝えずにずっと抱え込んでしまって

いる。これは何とかならないかというふうに思っておりまして、我々は大企業

の人材がもっと早い段階で、つまり役職定年50代後半ではなく、できれば40ぐ

らいで出てきていただければ、地方に幾らでも活躍する場はあるし、成長をも

っと牽引できると強く思っているところでございます。 



11 

 

 最後になります。私のきょうのメッセージは16ページです。ぜひ地方の経済

圏が大事な成長分野であることをぜひ御認識いただきたい。大変大きな成長潜

在力がある会社さんはたくさんいらっしゃいます。その鍵は首都圏からの幹部

クラスの人材移動です。ぜひ大企業人材が早い段階で市場に出る仕組みが何と

かできないかと悩んでおるところです。 

 また、先ほども少し申しました。兼業・副業は先に地方から来ると思ってい

ますし、また、いきなり転職が難しいのであれば、まず兼業・副業から入ると

いう方法もあるのではないか。こんなことで何とか首都圏人材を地方に流動化

させ、新しい成長の源泉をつくってまいりたいと思っているところでございま

す。 

 最後の２ページは会社の概要と私のプロフィールでございます。御参考まで

にごらんください。 

 以上でございます。ありがとうございました。 

 

（広瀬日本経済再生総合事務局次長） 

小城社長、どうもありがとうございました。 

 今お二方からプレゼンをいただきましたけれども、質疑応答の時間を設けさ

せていただきます。山田理事は９時半ごろ御退室と聞いておりますので、山田

理事、小城社長のプレゼンに対しまして、まずは質疑応答の時間でございます。

御自由に御質問、コメントをいただければと思います。よろしくお願いいたし

ます。 

 

（金丸副会長）  

ありがとうございます。非常に有意義にお二人のプレゼンテーションを聞か

せていただきました。 

 お二人に質問があるのですが、山田さんの説明だと、私も共感してお聞きし

ましたけれども、専門性が高くないとマーケットバリューというのはわかりづ

らいし、今後の道がはっきりすれば向上プランもあり得ると思ったのですが、

専門性の話と先ほど小城さんが地方の企業にとって何でもできる人という話は、

ゼネラリストみたいな人のイメージで捉えていらっしゃるのか、そうではなく

て何でもできる人ということなのか。お二人の話は矛盾するのか対立するのか、

それとも包含されるものなのかというのをお二人それぞれの意見を聞きたいで

す。 

 

（山田株式会社日本総合研究所理事）  

いろいろケースがあるということなのだと思います。ただ、プロというのも

多分、１つは先ほどおっしゃったように深くやるということで言うとプロでな
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いとだめだと。また、プロとエキスパートみたいな、あるいはスペシャリスト

との比較というのがあると思うのですけれども、ともかく専門的なことだけを

やっていて、供給サイドというか個人の好きなことをやっているというのは当

然だめで、プロというのは市場とか世の中の必要なことを要求されてやるとい

うことなのだと思うのです。結果的に一芸に秀でていろいろなことをやってい

くうちに、結果的に汎用的な対応力というのがついているのが本当のプロとい

うのではないか。そこで必ずしも矛盾しないということではないかと思います。 

 あとは経営のプロみたいなのはやはりありますので、そういう意味でのプロ。

プロの定義の問題かと思います。そこはいろいろなレベルがあるので、ただ、

日本の場合は相対的に見たときにはプロが弱い。最後に私から簡単に申し上げ

たのですけれども、例えばヨーロッパ型のプロがいいかというと、あそこは職

務の考え方とか職種の考え方が強過ぎて、逆に硬直的になってしまっている部

分があるので、若いときは特に日本の場合、大企業でいろいろなことをむしろ

経験されるほうがいいのではないか。そういう広い視野と深い部分のミックス

を考えていくということ。そう考えると必ずしも矛盾しないのではないか。そ

ういうふうに考えます。 

 

（小城株式会社日本人材機構代表取締役社長）  

地方の中小企業オーナーの右腕人材に求められる専門性というのは、そんな

に高いものではないと思っているのです。つまり東京のビジネスパーソンだと

社内で当たり前に行われていることが、地方企業ではできていないケースが多

いのです。したがって、例えばPDCAをしっかり回すとか、管理会計という意味

がわかっているとか、少なくとも戦略の基本的なことがわかっているといった

基礎知識は当然必要です。つまり経営の基礎知識と知的体力は要るかもしれま

せんが、どこでも飯を食っていけるような突き抜けたプロフェッショナリティ

ーまで言うつもりは全然ないです。 

  

 

（広瀬日本経済再生総合事務局次長）  

ありがとうございます。私のほうから、お配りいただきました資料の５ペー

ジのところで、まさに専門職比率が高いのが欧州での特徴だということで、特

に企業横断的に職業の知識が標準化されている。したがって、教育機関も教育

プログラムを組みやすくなっているということで、この点につきましてまさに

今年の春ぐらいまで、第４次産業革命人材育成会議という場で、特にITに焦点

を当てていたのですけれども、どのようなIT人材が必要なのかというスキル標

準を作っていくことで、大学のほうもどのような教育ができるか、プログラム

を作ればいいか分かるということをやっていたのですけれども、あのときはIT
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だったのです。 

 山田様の目から見て、IT以外のいろいろなプロフェッションのところでのス

キル標準的なものを仮につくっていくとすると、日本ではどのような形でやっ

ていくとうまくいき得るのかどうかという点が１つ。 

 もう一つは７ページのところで、まさに実践的な教育を行っていくというこ

とで専門職大学の話がありました。きょうは後半で各省庁から、文科省からも

説明があると思いますけれども、御退室されるということなので、まさに産業

界との協力というのがいろいろな教える人材とか、カリキュラムを編成する上

では基本的に大事だと思いますが、現状の専門職大学の準備状況をはたからご

らんになっていて、産業界の協力という点で足りない部分が日本では結構ある

という感じなのか、どうすればいいのか、この２点についてコメントをいただ

ければと思います。 

 

（山田株式会社日本総合研究所理事）  

資格のほうは、実はヨーロッパを見ていると物すごく資格が整備されて発展

している国と、必ずしもそうではない国というのがあります。伝統的に例えば

ドイツなんかはギルド的なものがあって、そういう伝統の中で資格制度がつく

られていったということだと思います。例えばきょうの話で出しましたスウェ

ーデンなんかは、実は必ずしも職業資格というのはそんなに整備されていない

のです。日本の場合は伝統的に職業資格というのが、一部の分野はありますけ

れども、必ずしもそういうことがない。過去、何度も資格を整備したのですが、

必ずしもワークしていないですね。ということを考えますと、将来的にはそう

いうものを整備したほうが明確になるのでやりやすいと思うのですが、それよ

りは実態的に大事なのは２つ目の御質問ともかかわるのですが、産業界と教育

界がいろいろコミュニケーションをしっかりとりながら、実践的なカリキュラ

ムをつくっていくという、そこから始めるというのが第一歩なのではないかと

思います。 

 ２点目の関係で言いますと、今回、私も必ずしも詳しいところまではフォロ

ーし切っていないのですけれども、どちらかというと大学側の改革という視点

になっていて、これはこれで改革する必要があるのだと思うのですが、産業界

のほうはそこに対して、これは企業とか産業によってばらつきがあると思いま

すけれども、大学側の問題だということで考えられている部分もあるのではな

いか。もう少しそこは産業界として主体的にかかわっていかないとワークして

いかない。だからまさに１つの重要なメルクマールになってくるのは、今回の

専門職大学制度の中では、企業での実習を一定期間、義務づけることになって

きますので、ここで具体的なプラクティスをどうつくっていくのか。これが最

大の焦点で、まずここのところに注力していくということなのではないかとい
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う印象を持っております。 

 

（広瀬日本経済再生総合事務局次長）  

ありがとうございます。小城社長、お願いいたします。 

 

（小城株式会社日本人材機構代表取締役社長）  

先ほどの御質問で補足させていただきます。 

 地方の中小企業の場合には、グローバルプレイヤーでグローバルに勝負する

ような会社というのはごく少数ですので、大半が内需型なのです。なのでロー

ルモデル、成功例がどこかに必ずあるような感じの課題を抱えた会社が多いの

です。したがって、探せばどこかにある。それを探してきてきちんと適用でき

るということの能力が逆にあったほうがいいのかなと思います。なのでこの会

社の部長しかできませんという方はさすがに厳しいのですけれども、一般的な

フレームワークが頭に入っていた上でロールモデル、成功例を日本中から探し

てきて適用できるような知的体力が必要かなと思います。 

 

（広瀬日本経済再生総合事務局次長）  

小林会長、お願いします。 

 

（小林会長）  

 山田さんに御質問があります。経営者教育というレイヤーだけでも、スイス

だ、スペインだ、アメリカだ、といろいろな大学が絡んで、MBAのみならず、い

ろいろな試みがなされている。そういうトップ教育の世界比較で日本はどうい

う位置づけにあるのか。日本でも経営者教育の私塾だとか、経営学者などがい

ろいろな会社から集まった幹部候補生を１年間徹底して教育するコースだとか

があって、私にもそういうところから協力してほしいと声がかかったりします。

既に確立された歴史あるMBA教育なども含め、各企業は相当経営者教育に関心を

持っていますし、教育投資もしているのですけれども、今の日本の取組の世界

の中での水準を簡単に御説明いただけませんか。 

 

（山田株式会社日本総合研究所理事）  

多分、前提として特にアメリカがそうだと思うのですけれども、欧米ではも

ともと経営まで上がっていく人材と、いわゆるワーカーというか、最初から入

り口が違う。実情、プロフェッショナルスクール、MBAとかを取って、そういう

世界から入らないと経営の道はひらけないという、多分入り口のところの違い

が結構あるのではないか。 

 アメリカの場合はMBAツールを習得していることがある意味、共通言語として
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されていますから、それでもっても仕事が進んでいっているわけです。日本の

場合はそうではなくて、企業独自の最初から採用してやっていっているという

ことですので、そこのベースがかなり違うのではないか。そうすると、アメリ

カでは、専門職大学院の教育なんかもある意味、共通言語としてそれが共有さ

れていますので、それから、一定の流動性もありますので、より効率的なもの

ができ上がっているという側面があるのではないかと思います。だからそこが

大分違う。 

 だからアメリカ型に全部変えていくべきかというのは難しいところなのでは

ないか。ある意味、日本の強みというのは、平均的な人材が底上げされてきた

というのはあると思いますので、それである意味、内部昇進の中でそれを社長

が、経営がわかっているからこそ全体を底上げ、鼓舞できるというカルチャー

もありますので、ここは非常に難しいところだなと正直、思っております。た

だ、相対的にその部分が弱いので、将来の幹部候補生をアメリカに留学させる

という形もあるのでしょう。あるいは日本の大学院の中でそういうプログラム

を意識的につくっていく。そこのミックスを考えるということが大事なのでは

ないかという印象を持っております。 

 

（越智副大臣）  

端的に１つ山田さんにお伺いしたいと思いますが、山田さんの話と小城さん

のお話をお伺いして、小城さんの話は個別性の高い話で、山田さんの話は汎用

性の高い話だと思います。 

 これからメンバーシップ型からジョブ型に移行していく中で、企業側はジョ

ブ・ディスクリプションをはっきりさせる一方で労働者側は自分は何ができる

んですよというタレント・ディスクリプションをはっきりさせるということに

なってくると思うのですけれども、それは今後どのくらい細かくなっていくの

かが重要です。先ほどMBAを持っていたらある一定の能力があると評価されると

いう話がありましたけれども、私が考えるタレント・ディスクリプションの評

価軸はそれよりももう少し一般的な能力の部分です。どのぐらいタレント・デ

ィスクリプションは精緻化される必要があるのかないのか。それは実態的にど

ういう想定をされているのかお伺いしたいと思います。 

 

（山田株式会社日本総合研究所理事）  

比較的その分野では有名な研究というか、事例というか調査があって、ロミ

ンガー社というアメリカのいわゆる人材のコンサルタント会社が行った、経営

になった人の人材育成にどういう要素が効いていたかというので、70：20：10

の法則というのがあります。70は実践です。実際にプラクティスをやること。

20というのはコーチングです。いわゆるリーダー、自分の指導員とか、指導員
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でなくてもいいのですけれども、コーチでもいいのですが、そういう人の指導

を受ける。10％が実際の座学、理論的なところになってくる。 

 多分この資格みたいなところというのは結局、理論とか、要は全体の職業能

力のうちのある意味、一部。それが実態なのだと思います。だから10％しかな

い、あるいは20％のコーチ部分を含めてもせいぜい30％部分しかない。だから

実践こそが重要だというのが、ある意味これまで日本はそのように考えてきた

のだと思います。しかし、最近出た本で非常におもしろいなと思ったのは、ス

ティグリッツが出した本でラーニング・ソサエティーというものがあるのです

が、これでなるほどなと思ったのは、大体経済学の世界だと最も効率的な―技

術的に言いますと生産可能性フロンティアと言うのですけれども、いろいろな

技術を使った企業のやり方というのが大体、競争することによって全てそれが

実現されているという想定になっているのですが、実際はそれを実現するのは

トップ企業だけで、全然生産性が低いところがいっぱいあるのです。 

 逆に言うと、そういうベストプラクティスを形式化することによって、低生

産性企業を生産可能性フロンティアに近づけるというところがすごく効果があ

る。今のは経営全体の話になりますけれども、ある意味、ミクロの働く人のケ

ースに当てはめると、資格みたいなものは、一定のプロがうまくいっているや

り方を分析して、ある程度分解していって、一般の人をそこに近づけるという、

そこの意味がある。だからそれはやらないとだめなのですけれども、だからと

いってどんどん精緻化して細かくしていけばいいかというと、実はそれは全体

の能力のうちのせいぜい30％部分ですので、むしろ基本的なところをしっかり

見えやすくしていってつくっていくことがよいのではないか。 

 メンバーシップからジョブという話がありますけれども、逆に言うとアメリ

カなんかはかつてジョブにもなり過ぎて、例えば80年代にはむしろブロードバ

ンディングと言うのですが、要はもう少し日本的な曖昧さみたいなものを、特

にGEなんかは導入していった経緯がありますので、日本は余りにも曖昧過ぎる

ので問題なのですけれども、逆に精緻化し過ぎるとまた難しい。だからそうい

う意味でもハイブリッドというところなのではないかと思います。 

 

（広瀬日本経済再生総合事務局次長）  

ありがとうございます。それでは、山田理事、どうもありがとうございまし

た。小城社長におかれましては、お時間の許す限り引き続きお願いできればと

思います。 

 続きまして、これまでの成長戦略の進捗状況と今後の取り組みにつきまして、

各省から御説明をお願いいたします。 

 まず初めに成長分野の人材移動につきまして、厚生労働省から御説明をお願

いできればと思います。よろしくお願いいたします。 



17 

 

 

（藤澤厚生労働省政策統括官）  

厚生労働省の政策統括官の藤澤と申します。どうぞよろしくお願いいたします。 

 お手元の資料３で御説明をいたします。 

 今ございましたように、成長産業への人材移動などということでお話を申し

上げたいと思います。 

 ２ページでございますけれども、我が国の労働市場の現状と今後の目指す方

向性について、まず初めに御説明を申し上げたいと思います。 

 日本の労働市場ですが、現在、全国で雇用情勢の着実な改善が進んでいると

ころではありますけれども、そういった中で成熟産業から成長産業への労働移

動が求められるとともに、人手不足への対応といった観点からも女性、若者な

どにとっても働きやすい職場へのニーズが高まっているという状況かと思いま

す。 

 そうした中で、日本の転職市場は中高年の採用経験のない企業では中高年の

採用意欲が低いこと。また、年齢が上がるにつれて転職が難しくなるとか、賃

金が低下するといったような課題が指摘されているところでございます。また、

柔軟な働き方でありますテレワークや副業・兼業については、それらを導入、

容認する労働者、企業はまだ少なくて、また、雇用類似の働き方については、

現時点で私どもも十分に実態を把握できていないということでございます。 

 こうした現状におきまして、今後のさらなる成長に向けて転職が不利になら

ない労働市場や企業慣行を確立する。職業能力、職場情報の一層の見える化を

図る。さらに多様で柔軟な働き方を選択できるようにするといったようなこと

が必要と考えておりまして、未来投資戦略2017などに基づいて一層の取り組み

を進めていきたいということを、まず前置きとして申し上げておきたいと思い

ます。 

 ３ページ以降で、これまでと今後の主な取組につきまして、以下ここにござ

います各項目ごとに御説明を申し上げたいと思います。 

 初めに①でございますけれども、転職・再就職支援であります。これまでも

労働移動支援助成金を段階的に拡充して、成熟企業から成長企業への労働移動

を促進してきたところでございますが、雇用情勢の改善によって対象者が減少

しておりますが、今後は転職者を採用し、採用後に賃金アップを図った成長企

業であったり、中途採用拡大に取り組む企業を重点的に支援していきたいと考

えてございます。 

 また、これまで労働市場のマッチング機能を強化するために、ハローワーク

の求人・求職情報の民間開放を進めてきたところでありますけれども、今後も

こうした取り組みを進めるとともに、産業雇用安定センターによる出向支援に

より、労働者のキャリアチェンジを積極的に推進していきたいと考えておりま
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す。 

 ②でございますが、多様な選考・採用機会の拡大であります。これまではハ

ローワークの生涯現役支援窓口を段階的に拡充し、特に65歳以上の再就職を支

援してきたところでございますけれども、今後、生涯現役支援窓口のさらなる

拡充を進めていきます。また、転職が不利にならない労働市場や企業慣行の確

立に向けて、年齢にかかわりない多様な選考・採用機会の拡大のための指針を

策定し、今年度中、29年度中に経済界に要請するべく検討を進めていく予定で

ございます。 

 ３点目が労働市場の見える化でございます。これまで次世代育成支援対策推

進法、女性活躍推進法、また、若者雇用促進法に基づいて、くるみん認定やプ

ラチナくるみん認定、えるぼし認定、ユースエール認定を着実に実施し、仕事

と子育ての両立や女性、若者の活躍促進に積極的な企業の見える化を図ってき

たところでございます。今後、女性、若者などの求職者が働きやすい企業の勤

務実態、各種の認定取得などの職場情報をワンストップで閲覧することのでき

るサイトであったり、仕事内容や求められる知識、能力あるいは平均年収とい

ったような職業情報を総合的に提供するサイトを構築し、労働市場の一層の見

える化を進めていきたいと考えております。 

 また、ジョブ・カードでございますけれども、平成32年度までに300万人とい

う目標達成に向けて、ジョブ・カードの作成支援、ソフトウェアの改善などに

よって、企業及び労働者双方にとってより役立つものにしていきたいと考えて

おります。 

 最後４ページでございますが、ここで２項目ございます。まず４点目の多様

で柔軟な働き方の促進でございますけれども、テレワークや兼業・副業といっ

たような柔軟な働き方については、10月に検討会を立ち上げたところでござい

ます。今年度内のガイドラインの作成や制度的な課題の抽出、整理等を行って

いきたいと考えております。 

 また、雇用類似の働き方でございますが、同じく10月に検討会を立ち上げた

ところでございますけれども、これはまずはどのような働き方がされているの

が実態把握をして、労働政策審議会労働政策基本部会において、法的保護の必

要性も含めて中長期的に検討していきたいと考えているところでございます。 

 高度プロフェッショナル制度の創設や企画業務型裁量労働制の見直しであり

ますが、それらを含む労働基準法の改正案につきましては、健康確保措置の強

化などの見直しを行った上で、働き方改革の関連法案に盛り込むこととしてお

ります。国会への早期提出を図っていきたいと考えているところでございます。 

 最後の５項目目でございます。解雇無効時の金銭救済制度の検討でございま

す。透明かつ公正な労働紛争解決システム等のあり方に関する検討会の報告書

が出ておりますけれども、それに基づきまして労働政策審議会において有識者
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による法技術的な論点についても専門的な検討を加えて、さらに検討を深めて

いきたいと考えておるところでございます。 

 以上でございます。 

 

（広瀬日本経済再生総合事務局次長） 

ありがとうございます。 

 続きまして、「第４次産業革命」「人生100年時代」のキャリア形成支援とい

うことで資料４でございますけれども、この資料４の前半のIT人材のところに

つきまして、経済産業省からお願いいたします。 

 

（前田経済産業省大臣官房審議官（訟務情報政策局担当））  

資料４でございます。２ページですが、この夏にある調査を発表したもので

すから、それをまず初めに簡単に御紹介いたします。 

 IT関連企業を対象にアンケートをとりました。IT関連企業でございますので、

結構ほかの企業よりも柔軟だろうなと思いつつとったところ、左側を見ていた

だきますと、このIT関連企業を３つのグループに分けて、あなたの企業は給料

をどのように払っていますかといったときに、能力・成果重視ですか、あるい

は年功重視ですか、その中間ですかという３分類をしました。３分類をした上

で、年功の影響と年齢別の年収水準の推移を見たのが左側のグラフです。見て

いただきますと、全てにおいて年功型です。能力・成果重視型の赤い線ですら

25歳と35歳では高くなっておりますけれども、45歳と55歳でも上がっていくと

いうことでございまして、右肩上がりの給与カーブになっている。小城社長か

ら御説明がありましたが、働けば働くほどほっておいても給料が上がるという

ことで、大企業から人材の供給ができるのかという議論は、こういう実態にも

あらわれているのではないかと思います。 

 右側のグラフ。その年代で一番給料をもらっている人は、どういう能力に着

目をして一番高い給料が支払われているんですかという質問項目です。そのと

きの赤いところは実務的な技術能力、現場の技術能力です。これはさすが25歳、

35歳は高いです。55歳になりますと緑になります。緑は何ですか。マネジメン

ト能力です。このマネジメント能力というのを少しブレークダウンといたしま

すか、突っ込んで見るとポジティブに捉えるか、そうでないのかという議論が

多分出てくると思うのですけれども、ここで言っているマネジメントというも

のがどういうマネジメントなのかということについては、もう少し深く考察す

る必要があるのではないかと思っております。 

 さらなる調査の結果を見ますと、給料を決定する際に比較的IT関連企業です

ら先端的な技術のスキルとか知識、企画力、発想力というものの決定要因が低

いことが次のグラフでわかります。左側を見ていただきますと、給与水準に与
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えた要因として一番左側が一番重視していますと答えるのが一番濃いブルー。

薄いブルーが２番目となっておりますが、下から４番目、上から５番目のとこ

ろを見ていただきますと、先端分野の知識・スキルが重要ですといったところ

のこの数字の低さです。会社の中においてその人材をどういうことを念頭に給

与を決める際に評価しているのかということが、現在の実態ではなかろうかと

推測しております。このあたりをうまく会社の外にある資格等々とどう連動さ

せていくのかということが、１つ大きな問題ではなかろうかと推測しておりま

す。 

 ４ページ、これは既に会合で御報告いたしましたので簡単にさせていただき

ます。現在、私どもITのスキルスタンダードにつきまして11種やっております

が、今回、新しく追加としてIoTソリューションとアジャイル、初めて働き方の

アジャイル領域に踏み込みます。今年度末までに仕上げます。 

 その次のページを見ていただきますと、今つくっておりまして、この前、発

表しましたセキュリティ。左側を見ていただきますと薄い赤のところでいろい

ろ書いてありますが、専門分野をブレークダウンし、レベルは１～７を設定し

ております。我々の議論の中では、リカレントに可能領域はレベル５がアッパ

ーではないかという議論をしておりますけれども、こういったところできめ細

かくスキルをつくってきているということでございます。 

 ８ページ、こちらの会議でも宿題になっておりました人材の需給調査につき

ましては、IPAのつくっている白書をもとに関係省庁とこれから調節させていた

だきますけれども、この調査も踏み込んでやっていきたいと思っております。 

 ９ページ、10ページはいわゆる未踏です。天才型の未踏人材がどんどん生ま

れてきている。 

 10ページに行きますと、今まで2000年以降、1,680人輩出、うち255人が起業、

そのうちのユニコーン候補が６社ということでございまして、これからこの人

材育成も評価をしていきたいと考えております。 

 以上です。 

 

（広瀬日本経済再生総合事務局次長）  

ありがとうございます。 

 続きまして、資料４の後半の人材育成の取組の部分につきまして、関係各省

それぞれから御説明をお願いいたします。 

 

（安藤厚生労働省人材開発統括官）  

厚生労働省人材開発統括官から御説明を申し上げます。 

 ２．（２）人材育成の取り組みの概要につきましての御説明でございます。 

 具体的な取り組みについて御説明を申し上げる前に、まず厚生労働省の人材
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開発行政の全体像について12ページに１枚、御用意しております。厚生労働省

では職業能力開発や向上のための取り組みといたしまして、離職者や在職者、

学卒者などに対して、国や都道府県が実施主体として行う公的職業訓練、これ

はハロートレーニングと呼んでおりますが、これを行っているほか、教育訓練

給付制度などを通じた労働者の主体的なキャリア形成の支援、助成金などによ

る事業主が行う教育訓練への支援といったものを行っております。 

 若干歴史を申し上げますと、従来は離職者などに対する公的教育訓練サービ

スの提供でありますとか、事業主に対する支援を中心として施策を組み立てて

おりましたが、90年代以降、特に労働者が主体的に能力開発に取り組むことが

重要だという流れが強まりまして、98年に教育訓練給付制度が創設された。こ

れは個人に対する給付となります。これが創設されたわけでございます。 

 その次のページにまいりまして、教育訓練給付制度でございますが、98年に

始まりましたのは右側にございます一般教育訓練給付でございまして、これは

雇用の安定や就職の促進に資するといったものを広く対象にいたしまして、講

座指定をしておりましたが、これに対しまして左側にございますのが専門実践

教育訓練給付でございまして、これは2014年、平成26年に創設されまして、一

般教育訓練給付の対象とされていたものの中から特に業務独占資格であります

とか、名称独占資格を取得するための養成施設の課程でありますとか、特に労

働者の中長期的なキャリア形成に資するという視点から、高度な教育訓練講座

を抽出いたしまして、それを対象として手厚い給付を行うという仕組みになっ

てございます。 

 概要につきましては以上でございまして、その次のページのところに御用意

をしているのが、今年度に取り組みを始めました基礎的ITリテラシー習得のた

めの公的職業訓練の充実に向けた取り組みでございます。 

 これまでも公的職業訓練、ハロートレーニングにおきましては、プログラマ

ーやウエブデザイナーといったIT業界への就職を目的とした職業訓練コースを

設定しておりましたけれども、今後はIT業界に限らず、ITを活用する幅広い産

業の人々が、基礎的なITリテラシーを備えておく必要があるということで始め

ましたのがこれでございます。 

 まずはIT業界のヒアリングでありますとか、各企業へのアンケート調査など

を行いながら、幅広い産業の人材が基礎的ITリテラシーとして標準的に装備し

ておくべき能力はいかなるものかということにつきまして、調査研究をまさに

始めたところでございます。今後これにより具体化させました基礎的ITリテラ

シーを効果的・効率的に習得させられるような職業訓練カリキュラムを今年度

中に構築することとしておりまして、これをさらに公的職業訓練の在職者訓練

コース、これは短期のものになると思いますが、あるいはその離職者訓練にお

いては１カ月程度のコースを組んで、さらに特定技能に関する専門的な訓練コ
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ースを連続受講していただくという形で汎用性をつけていきたいと考えており

ます。 

 資料をさらにおめくりいただきまして16ページでございます。次にリカレン

ト教育への厚生労働省の対応状況について御説明申し上げます。未来投資戦略

や働き方改革実行計画においても、個人の学び直しへの支援の充実が挙げられ

ておりますが、労働者の主体的なキャリア形成に対する支援が重要であるとい

うことで、今年雇用保険法を改正いたしまして、先ほど御説明を申し上げまし

た専門実践教育訓練給付の給付率や上限額の引き上げなどを行い、また、あわ

せて対象講座につきましても土日、夜間、e-ラーニングといった形で行う講座

に対しても指定ができるようにする。あるいは特に高度なIT資格の取得を目標

とする講座に関する指定基準の緩和をするといった形で充実を進めております。 

 一方で、それぞれのライフステージにおいて課題を抱える多様な層が存在し

ておりまして、これらの方々にきめ細かく対応した教育訓練のあり方というこ

とを考えていく必要があるということで、その下の取組①のところになります

が、子育てによってキャリアを中断した女性や非正規雇用の若者、キャリアチ

ェンジを望むシニアの方々の課題に焦点を当てて、特に中長期的なキャリア形

成に資するような教育訓練プログラムの開発を進めておりますほか、専門性や

職業実践性などの観点で一定のレベルを担保しながら、時間に制約のある社会

人が柔軟に受講できるような教育訓練の開講形態あるいは教育手法といったも

のにどういうものがあるかといった調査研究を行っておりまして、これはその

成果を広くお示しすることで専門実践教育訓練講座の質、量ともに拡充できる

ような方向へつなげていけたらと考えております。 

 また、取組②になりますが、現在、文部科学省が開学に向けた準備を進めて

おられます専門職大学につきましても、専門実践教育訓練給付の対象とするこ

とについて今後、検討してまいる所存でございます。 

 このように関係省庁と連携の上、引き続き専門実践教育訓練講座拡充をしっ

かりと進めていきたいと思っております。 

 取組③は離職者訓練になりますけれども、ハロートレーニングの中で託児サ

ービスつき訓練や、離職した保育士の方々の職場復帰支援でありますとか、育

児との両立に配慮して１日の訓練時間を短く設定した短時間の訓練コースをつ

くるといったようなさまざまな工夫をしながら、特に出産・育児でキャリアブ

レークが生じた方々の再就職支援を進めていきたいと考えております。 

 私からの説明は以上でございますが、資料のこの後の部分には各省が実施し

ている取り組みをさらに記載しております。 

 まず経済産業省におかれましては、ITデータ分野を中心とした専門性、実践

性の高い教育訓練講座について、経済産業大臣が認定する第４次産業革命スキ

ル習得講座認定制度を創設されたところでございます。この認定された講座に
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つきましては、私どもの専門実践教育訓練給付の指定対象ともなっております。 

 また、20ページに飛びますけれども、経済産業省では「人生100年時代」を見

据えた働き手のマインドチェンジや、リカレント教育の充実などに取り組むた

めの研究会を開催して検討を進めているところでございます。 

 戻りまして18ページになりますが、総務省におかれてはIoTを支えるネットワ

ークを運用管理する人材の育成やサイバーセキュリティ人材育成プログラムな

どに取り組んでいる。 

 さらにその次のページになりますけれども、文科省においてはリカレント教

育に対応するための大学改革を検討されるということでございまして、それぞ

れの取り組みにつきまして各省から御説明を差し上げます。 

 

（伊藤経済産業省大臣官房参事官（経済産業政策局担当））  

経産省でございます。今、統括官から全体像のお話がありました中に位置づ

けられるものでございますけれども、17ページ、「第４次産業革命スキル習得

講座認定制度」はIT力強化プランを具体化する各省連携の取り組みの１つとし

まして、厚労省さんと新しい制度を創設することになりましたので御報告申し

上げます。来年４月からのスタートということでございまして、まずこちらに

ついては既に在職をしている社会人がさらにITデータ分野を中心として専門性、

実践性の高いスキルを身につけることを目的としまして、まず対象分野としま

しては中段にございますようにAI、IoT、データサイエンス、セキュリティ等、

そしてIT利活用の分野、端的には例えば自動車分野での開発等におけるITの利

用といったことを想定してございます。既に申請を今、受け付けておりまして、

非常に多数の事業者さんから多数の講座の申請が受け付けられてきているとこ

ろでございまして、今、審査中でございます。 

 先ほど統括官のお話がございましたように、既に労働政策審議会の御審議、

御承認をいただいておりますので、経産大臣が認定した講座のうち厚労省さん

が定める一定の要件を満たすものについては、専門実践教育訓練給付の対象と

なるということで７割まで支給が可能ということでございまして、ITベンダー、

ユーザー双方におきまして、ある程度レベルの高いスキルを具備する人材の育

成を意図しているものでございます。 

 20ページ、これも統括官からお話がございましたように、冒頭、金丸副会長

からも特に今後、中堅企業、中小企業で大企業人材が働くに当たって、プロフ

ェッショナル人材とゼネラリスト、どういう関係があるかというお話がござい

ましたけれども、ある種これを包含する概念としまして「人生100年時代に身に

つけるべき社会人基礎力」ということで、リカレント教育で何を学ぶか、どう

学ぶか、そして学んだ上でどう活躍していくかということで、きょうおいでの

小城社長にも委員として御参画をいただき、また、文部科学省さん、厚生労働
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省さんにもオブザーバーとして参加をしていただきながら、検討しているとこ

ろでございます。 

 私からは以上です。 

 

（吉田総務相大臣官房総括審議官（情報通信担当））  

総務省でございます。18ページをごらんください。 

 総務省ではIoT、AI等の新たな時代を見据えたIT等のトップ人材の専門人材の

組織という観点から取り組みを行っております。 

 まず１つはIoTを支えるネットワークを運用管理する人材の育成ということ

で、IoT時代、膨大なデータがネットワーク上に流れるわけでございますけれど

も、そういうトラフィックを支えるSDN、NFVといったいわゆるネットワークの

仮想化技術というものが注目されておりますが、これに対応した人材を早急に

育成、確保する必要があるという観点から、今年７月に産学の連携で高度ITア

ーキテクト育成協議会という一般社団法人が立ち上がっておりますけれども、

ここと連携をいたしまして、育成する人材像やスキルや資格認定のあり方を検

討するプロジェクトを開始したところでございます。これにつきましては、こ

の社団法人ではただいま経産省から御紹介のありました、第４次産業革命スキ

ルの習得講座認定制度に対応する準備等も進めておりまして、来年度中を目標

にまずは100名規模の人材を育成するということに取り組んでまいりたいと考

えております。 

 ２番目でございますが、サイバーセキュリティの人材育成プログラムの実施

ということで、私どもの関連の国立研究開発法人の情報通信研究機構（NICT）

におきまして、今年からナショナルサイバートレーニングセンターというもの

を組織いたしまして、実践的な防御演習というものを行っております。CYDERと

称しておりますけれども、本年度は受講者3,000人を目標にしておりまして、継

続的に、来年度は5,000人程度を目標として取り組んでまいりたいと思います。

そのほか2020東京オリ・パラを見据えたサイバーコロッセオ、あるいは若手セ

キュリティーエンジニアの育成といったような取り組みもあわせて行っている

ところでございます。 

 ３番目、独創的な技術課題の挑戦の支援で、先ほど経済産業省から御紹介が

ございましたけれども、私どもは人材というよりは、むしろ直接的には奇想天

外なとがった技術課題への挑戦ということへの取り組みを行っておりますが、

これは、その結果としてこういうものを考える人材、さまざまな社会的な挑戦

の雰囲気の醸成に資するとともに、こういう人材が社会に進出し、起業につな

がっていく。結果としての人材育成という効果もあると考えておりまして、御

紹介をさせていただいております。 

 また、これ以外に人生100年時代を見据えました高齢者や障害者等を含めた、
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誰もがIoTやAIが当たり前の時代に対応できるようなスキルやリテラシーを身

につけ、活躍できる人づくりの必要な施策についても今後、検討してまいりた

いと考えております。 

 以上でございます。 

 

（義本文部科学省高等教育局長）  

文部科学省でございます。 

 19ページをお開きいただきたいと存じます。先ほど安藤統括官からお話がご

ざいましたように、文科省においても経産省、厚労省と連携させていただきな

がら、リカレント教育の充実をしっかりやりたいと取り組んでいるところでご

ざいますけれども、まだまだ課題がございます。 

 現状と課題としましては、平成27年度に文科省が調査を企業と社会人と国民

の意識について行いましたけれども、左でございますが、専門的な知識、技能

に対するニーズが高いというところがございます。それから、真ん中でござい

ますが、社会人としては費用の問題とともに、短期間で学べるプログラムが不

足していることについての課題意識を挙げております。それから、右でござい

ますが、国民としては学び直しに関する情報あるいは効果に対する機会が十分

ないということについての課題を挙げているところでございます。 

 それを踏まえながら現在の取り組みと今後の方向性でございますが、下半分

でございますが、左のほうでございますように、産学連携については特に不足

しているITデータ人材につきましては、産学連携を中心にしました実践的な教

育のネットワークを構成しましてプログラムの開発、実施に取り組んでいると

ころでございます。 

 真ん中でございますけれども、いわゆる職業実践育成プログラム（BP）とい

うものにつきまして厚労省と連携させていただきまして、認定した対象につい

て教育訓練給付制度の対象にするという形にしておりますけれども、現状にお

いては正規課程または120時間以上というプログラムでございますが、より短期

のプログラムに対応するためのより短いショートのBPプログラムについての制

度改正を今、準備しているところでございます。 

 特にアクセスにつきまして課題と思っておりまして、セグメント別に大学が

実践するリカレント教育に関する情報あるいはその効果について、より発信で

きるような仕組みが今後必要だと思っております。特に産業界のニーズにしっ

かり応えることについて言えば、大学が自前でプログラムを開発するだけでは

なくて、大学と企業が連携してマーケットニーズあるいは企業のニーズに応え

るようなプログラムの開発実施がまだまだ十分ではございませんので、そのよ

うな課題意識を持って今後、人生100年の会議などの議論を踏まえながら、さら

に進化させていきたいと思っているところでございます。 
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 説明は以上でございます。 

 

（広瀬日本経済再生総合事務局次長）  

ありがとうございました。 

 続きまして、資料５でございます。教育改革につきまして文部科学省から御

説明をお願いいたします。 

 

（義本文部科学省高等教育局長）  

資料５をおめくりいただきたいと思います。 

 １ページできょうの項目を５点ほど挙げております。実践的なIT・データス

キルの育成と教育の情報化でございます。実践的なIT・データスキルの育成に

つきまして、私から３点、御説明したいと存じます。 

 ２ページ、官民コンソーシアムでございます。これは未来投資戦略2017にお

いても御指摘いただきましたし、先ほど山田先生からも産業界と教育界のコミ

ュニケーションをしっかりとっていくような体制が必要だという御指摘をいた

だいたところでございます。この点につきましては、この資料にございますよ

うに大学の協議体、特に大学の各団体の推薦する委員等で構成しておりますけ

れども、産業界と連携しまして産業界のニーズの分析、それから、将来のニー

ズに対する議論を今、行っているところでございます。理工系人材の質的な充

実、量的な確保についての対応策の検討も含めていますが、今後このようなプ

ラットフォームの中で今年度、情報分野からスタートしまして、他分野にも展

開したいと思っているところでございます。 

 下のほうにございますように、専門学校につきましては人材育成協議会とい

うものを立ち上げまして、こちらも産業界と連携しながら専門学校が対応する

ような業界のニーズの実態調査、将来ニーズの議論、人材像ですとか知識、技

能の明確化などについて取り組んでいるところでございます。 

 そのような取り組みを糾合いたしまして、この上でございますけれども、官

民コンソーシアムというものを大学の協議体、人材育成協議会の教育界・産業

界の代表に参加いただきまして、ここにございますように産業界のニーズ調査

の結果を共有する、あるいはその産学連携の例えば講師の派遣、インターンシ

ップ、教材の作成等についての連携手法の共有あるいはパートナーの開拓、プ

ログラム開発等についてしっかり取り組んでいくべく、今年度を目途に設立す

べく今、準備をしているところでございます。 

 ３ページ、革新的工学系教育改革でございます。この点についてもSociety 5.0

の実現において肝になってくると思っているところでございます。この点につ

いては工程管理をしっかりし、スケジュールに基づいて進めていきたいと思い

ます。 
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 平成29年度中に制度改正の検討を今、中教審、それから、関連する工学系の

有識者会議、懇談会と連携しながら進めておりまして、29年度中に制度改正の

中身をまとめまして、それは後ほど御説明しますけれども、29年度内あるいは

30年度頭を目途にしまして設置基準等の改正を行いたいと思っています。30年

度につきましては、それを踏まえた上で学部とか大学院の組織の見直し、モデ

ルとなる教育プログラムの開発、コアカリキュラムの策定等について着手し、

31年度から一貫的な教育のプログラムの開設、プログラムの実施等につなげて

いくことにしていきたいと思っております。 

 中身について御説明します。まず工学系につきましては学科と専攻の縦割り

をまず解消していくことが大事でございます。その点に柔軟な教育の体制を組

めるような形での設置基準改正を行いたいと思っているところでございます。 

 具体的にはここにございますように、従来は学科専攻において縦割りであり

ましたけれども、それを廃しまして専任教員の配置、定員の管理等について柔

軟に横断的にできる形にしたいと思っているところであります。あわせまして

実践的な教育を促進する観点から、企業から実務家の教員が来ておりますが、

その配置を容認するような制度見直し等を進めたいと思っているところでござ

います。 

 ４ページ、あわせて工学系教育改革につきましては、学部・大学院を通じた

ような一貫教育をしっかりやっていくことが大事でございます。特別な深い専

門知識と同時に、幅広い知識・俯瞰的な視野を持つ人材を育成していくという

観点から、具体的には学部、研究科を６年一貫で教育課程を促進するとともに、

その中でいわゆるメジャー、サブメジャーを実現し、専門を勉強するとともに

副専攻として他の分野あるいは有望分野についての教育ができる形にしていき

たいと思っております。それによりまして工学部、研究科、一貫した教育課程

の編成や、２つ以上の専攻あるいは工学以外の分野での授業を科目として構成

するとか、あるいは一貫教育でございますので、単位の上限を緩和しまして進

めるとか、大学院の入学者選抜を省略するという形で取り組みを進めていく。

この点については予算要求をしておりまして、確保できればそれを促進してい

きたいと思っております。また、そのモデルも例えば東京工業大学ですとか、

５ページ、６ページにあるような形での取り組みをするようなタイプがござい

ますので、それを参考までにつけさせていただいたところでございます。 

 ７ページ、全学的な数理・データサイエンスの教育でございます。いわゆる

IoT、AIをベースにするにおいて、数理・データがその肝でございます。その教

育を文理を通じましてしっかりした形での基礎として学べるような体制づくり

をしようということで、取り組みを今、進めているところでございます。 

 具体的には２点ございます。数理・データサイエンスの基礎的な素養を持つ

人材を育成するという観点から、29年度からでございますけれども、国立大学
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の６大学において拠点を整備しまして、そこにおきまして標準的なカリキュラ

ムの作成あるいは地域とか分野での拠点として展開するような取り組みを進め

ておりますが、できればその６拠点をさらに拡大するということで今、予算要

求をしているところでございます。 

 下でございます。高度な技術を持つ専門人材の育成ということで、教育のネ

ットワークをこのスライドの資料にございますように、ベンダー企業、ユーザ

ー企業、大学、学術機関をネットワークで組むことによりまして産学連携で教

育を行うという、いわゆるenPiTと呼んでいますけれども、その事業を進めてい

るところでございます。特にサイバーセキュリティ人材、データサイエンス人

材の育成とともに、IT技術者向けの学び直しのプログラムを進めるということ

で今、取り組みをしておりますし、予算要求もしているところでございます。 

 ８ページ、９ページはその実例でありますので、また御参照いただければ幸

いでございます。 

 最後に専門職大学の制度化でございます。山田先生からもございましたよう

に、この取り組みにつきましては産業界とのコミットメント、連携が肝でござ

います。制度的にそれを埋め込む形でしているところでございます。 

 10ページの資料の右のほうで公表させていただきますと、教育課程につきま

しては産業界と連携し、プログラムの策定につきましては産業界あるいは地域

の方も入っていただいた連携協議会を設置して、そこで決めていくという形に

しております。教員につきましては、おおむね専任教員のうちの４割以上は実

務家を教員として義務づけるとともに、その２分の１につきましては先ほどの

議論にありますように、研究能力とあわせ持つ実務家を求めるという形で、実

践と理論の架け橋をみなしていこうということをしております。教育課程の実

習につきましては、先ほどの話もございますように、実習、演習を強化するこ

とに重んじるということで、特にここにございますように企業とのインターン

シップ、臨地実務実習と言っておりますけれども、それを４年制で20単位以上

組むことを義務づけしたいと思っているところでございます。 

 めくっていただきまして、その具体的なスケジュールでございますが、さき

の通常国会で法律が制定されまして、その設置基準も９月にスタートしたとこ

ろでございます。これは２種類のタイプがございます。いわゆる専門学校自身

が転換するような専門職大学と、既存の学部・学科が転換する専門職学科・学

部というものがございまして、それぞれあわせて進んでいこうということでし

ているところでございます。専門職大学、専門学校が転換するほうにつきまし

ては、11月から設置認可の申請の受け付けをしまして、数大学来ているところ

でございます。それから、専門職学科につきましても同じような形で、これは

設置基準の改正をしまして進めているところでございます。いずれにせよ、こ

の前、説明会をしましたけれども、700人を超える関係者が議論しておりますの
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で、そこをしっかり取り組んでいきたいと思っております。 

 説明は以上でございます。 

 

（常盤文部科学省生涯学習政策局長）  

12ページから教育の情報化、これは初等中等教育分野となります。 

 プログラミング教育の充実に向けた教育内容の改善と書いてございますけれ

ども、ことし３月に小中学校の学習指導要領の改訂を行いまして、情報活用能

力を学習の基盤となる資質・能力と位置づけまして、教科等横断的に育成をす

る中でプログラミング教育を小学校において必修化することを盛り込んでござ

います。現在、既に新学習指導要領の説明会等が順次行われておりまして、学

習指導全体の趣旨の周知徹底の中で、プログラミング教育についての説明もあ

わせて各都道府県、市町村に行っているという状況でございます。 

 その趣旨をさらに深めていこうということで、小学校プログラミング教育指

針というものを今年度中に策定したいということがございます。スケジュール

はこの表のとおりでございます。 

 この点につきましては、総務省さん、経済産業省さんとも連携をいたしまし

て、民間の企業あるいは団体による教材開発の促進などを目的といたします「未

来の学びコンソーシアム」、これは金丸副会長に大変な御指導をいただいてい

るわけでございますけれども、これを立ち上げまして、軌道に乗せてまいりた

いと取り組んでいるという状況でございます。 

 次のページでございますけれども、今後の工程でございますが、ことし３月

に学習指導要領が策定されましたが、29年度において今、申しました小学校プ

ログラミング教育指針の策定を考えてございます。30年度においては、さらに

この推進を進めていきたいということで、ここに書いてあるとおりでございま

すけれども、30年度までにそういう取り組みを進めまして、31年度においては

各学校でしっかりとこの中身を深めていくという構造をつくっていきたいとス

ケジュール感としては考えてございます。 

 14ページ、その際の教育の情報化を本格的に進めていくためのICT環境整備と

いうことでございますけれども、この点につきましては地方自治体に対して地

方財政措置を講じているところでございます。平成30年以降の整備目標の見直

しに向けて、現在、検討を進めております。現状につきましては真ん中、中段

の左側に現在の目標と現状。それから、今後のICT環境の整備の例ということで

記させていただいております。これについても現在、地方財政措置についての

要望を行っているところでございます。自治体における環境整備を促進するた

めに、ICT環境整備指針というものを本年度末を目途に策定をしたいと考えてご

ざいます。 

 そういうことを踏まえて、下にございますようにセキュリティーポリシーの
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ガイドラインも既に公表したということでございます。 

 最後のページは参考資料でございます。御参照いただければと思います。 

 以上でございます。 

 

（広瀬日本経済再生総合事務局次長）  

ありがとうございました。 

 以上、これまでの有識者の方々のプレゼン、そして各省からの説明を踏まえ

て自由討議に入りたいと思います。当初、前半と後半で議論の対象を分けよう

かと思いましたけれども、あと30分程度ございますので、まとめてどこからで

もコメント、御質問をいただければと思いますので、ぜひよろしくお願いいた

します。どこからでも結構でございますので、御自由に御発言いただければと

思います。 

 

（金丸副会長）  

今、たくさんのメニューというか政策についての御説明をお伺いしたのです

けれども、ではきょうのような話を国民が自分のキャリアアップをしようとか、

あるいは転職しようとか、いろいろ考えたときに、どこに何をまず相談すれば

いいのかというのはわかりにくいと思いました。これは別途、そういうチェッ

クインカウンターというのは１カ所であるべきではないかと思った次第です。 

 具体的なことをお伺いしますけれども、せっかく小城さんがいらっしゃるの

で労働移動についてお聞きしたいのですが、先ほどの厚労省の御説明の中で労

働移動支援助成金というものが出てきて、一方で試行在籍出向プログラムとい

うものが出てきて、労働移動支援助成金については、あたかも事業再編等で余

剰となった人を移動するというような、何となく救済型みたいなイメージでお

伺いしたのですけれども、そうすると意外と執行率はそれほど高くないのでは

ないかということを踏まえると、もう少しポジティブにキャリアアップとかキ

ャリアチェンジで自発的に移動するようなことを後押しするという、前提を変

えて、考え方も変える必要があるのではないかと思ったのですが、その点をお

伺いしたいと思います。 

 それから、試行在籍出向プログラムも、送り出し企業の協力を得ようという

ことになっているのですけれども、先ほど小城さんのプレゼン資料の13ページ

ですと、これまでのキャリアをやり直せるとしたら現在の勤務先から転職を選

択すると思いますかというと、過半を超える人たちがそう思っているというこ

とからすると、送り出し企業の協力を得るというプロセスが必要なのかどうか。

ここは厚労省のお考えも伺いした上で、小城さんに今の２つの話についてもコ

メントをいただければと思います。 
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（小林厚生労働省大臣官房審議官（職業安定担当））  

まず労働移動支援助成金でございますけれども、もともとのスタートはリー

マンショック等の雇用調整目的からということがございます。そういうことで

スタート時は送り出し元に対する助成と受入側に対する助成というのがあって、

送り出し側については再就職させようとする方に対する再就職援助計画という

のを求めていたわけです。実際には今の状況を御案内のとおり、非自発失業が

５年前と比較しただけでも半分以下になっているという状況があって、そもそ

もそういうプッシュ型の移動ニーズというのは大きく変わっているということ

がございます。そういう中で先ほどの試行在籍出向も低調、それから、労働移

動支援助成金も低調というのが正直なところなのです。 

 では今どういうニーズに変わってきているのかということですけれども、基

本的に潜在的に移動したいという方はおられるわけです。そういう方をどうや

って後押ししてあげられるかということが１つと、受入型のプル型の需要とい

うのは当然人手不足だから非常に強いわけです。ただし、中高年を受け入れる

かということになると、ここでまたハードルが上がってしまうわけです。ただ、

中高年を受け入れて成功したところは、また次も受け入れるということで、最

初の一歩というものの壁をどうやって突破していくかということがあると考え

ています。 

 そういう中で労働移動支援助成金につきましては、先ほどの送り出し元に対

する助成あるいは送り出し元の再就職援助計画を前提とする助成というのはも

ちろん残っていますが、それと同時に、そこを離れて受入側に対する助成に今

シフトしてきています。具体的には中高年の中途採用を大幅にやったところと

か、あるいは成熟産業から成長産業、成長産業として受け入れて、そこで処遇

の改善を図った場合とかいうものに対する助成に今、転換している。まだ転換

したばかりで具体的な実績にまではつながっていないですけれども、そういう

発想に切りかえています。 

 もう一つ、試行在籍出向というものをやったのですが、これもなかなか実績

が上がっていないのです。これは産業雇用安定センターという産業界が拠出し

てつくった、先ほどの山田先生の話にも出てきた、企業と企業を出向という形

でつなぐ取り組みだったのですけれども、企業間での労働移動というのは今や

はり人手不足になっているものですから、なかなか動かないのです。無理やり

やろうとすると本当に受入側も要らない人を出しますみたいな話になってしま

って、そういう意味で支援のあり方としては先ほど申し上げたような個人に対

するハードルを下げる。それから、中高年を受け入れる企業を増やしていく。

ただし、ここは先ほどもお話がございましたけれども、年功賃金だとか専門職

が少ないとか、そういう日本の企業の人材活用の仕組みと非常に密接につなが

っている部分もあって、なかなか課題としては難しいのですが、一応、多少の
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後押しをしたいということで、今年度末に企業向けの指針をつくろうというこ

とで今、検討を進めているところでございます。 

 以上です。 

 

（小城株式会社日本人材機構代表取締役社長）  

やはり人が移動するときには、だめだったから出ていくとか、だめだったか

ら移るという、こういう認識をいかに払拭するかだと思うのです。なので、政

策のブランディングをぜひお願いしたい。だめだからでは全くなくて、挑戦す

るとか、自分の能力を生かすとか、もしくは自分は自立するとか、そういった

ブランディングにしていただくと、個人の手がもっと挙がりやすいと思います。 

 あと、人事部を関与させることについて私はネガティブです。我々の会社が

できる前、恐らく経済産業省が大企業の人事と組んで、地方への労働移動に少

しチャレンジしたことがあったと思うのですが、大企業都合の方しか出てこな

かったということを我々は聞いています。キーワードは依存から自立だと思う

のです。実はみんな大企業に依存したくないはずで、そういう自分よりは充実

した自分が好きなはずで、そういった人がみずから手を挙げるようなブランデ

ィングなり制度にしていくべきと思います。私は組織の論理が入った瞬間にい

ろいろなことがおかしくなると思うので、ぜひそういった取り組みをもっと強

化いただきたいと思います。 

 

（越智副大臣）  

関連して、今の小城さんの聞きながら、挑戦だという話と、人事部という組

織の機関が仲介するのはだめだという話がありました。私もそのとおりだと思

います。私も実は13年間、大企業にいた身として感じるわけでありますが、先

ほどのお話の中で地方では潜在力があって人材ニーズがある。一方で首都圏の

大企業では人材は転職をしたがっているということなのです。そこでどうして

も挑戦に結びつかないこととして幾つかあると思うのですけれども、１つは、

大企業人材は別の仕事をしたことがない。一方で地方の人は別の人材を受け入

れたことがない。地方はいろいろと対策を打たれる可能性があると思うのです

が、別の仕事をしたことがない人に仕事をさせるためにはどうすればいいか。

そこは自立だと思うのです。そこに対してどのようなことがあるのかというの

が１つ目。 

 ２つ目は、大企業にいた人は、ある一定の年齢まで、60、65ぐらいまでその

ファミリーの中にいることで何となく雇用の保障があるわけです。その枠から

出るということに対するリスクが極めてでかい。出てしまうとあとは個人の責

任。まさに自立なわけです。そこを手助けする何か政策とかファシリティーと

いうのは、小城さんの目から見ていろいろと御苦労されている中で何を必要だ
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と考えていらっしゃるのかを聞きたいです。 

 

（小城株式会社日本人材機構代表取締役社長）  

まずポイントは、出るタイミングだと思います。若いうちだと、それまでの

業務経験は仮に狭くても柔軟性があり、知的体力があるので、少なくとも大企

業に入った人はほとんど何とかなると見ています。やはり56、57まで一定の業

務しかやったことがないと、そのやり方にかなり凝り固まってしまっているの

で、私はタイミングではないかと。できれば先ほどあった、さまざまな経営に

関するリテラシーを追加できることがあればなお可だと思います。そこはぜひ

お願いしたいと思いますが、私の一番のポイントは年齢。 

 あとはリスクを下げるために兼業・副業でまず１回入ってみることが一番い

いのではないかと思いまして、先ほど地方からと申し上げましたが、まずは兼

業でも副業でもいいのでまず１回やってみて、どれだけ自分の力が通用するの

か。意外と通用するのです。それをまず実感してもらって自信を持っていただ

くことが大事なのかなと思っています。 

 我々は今、１つ、考えてみたいと思っておりますのは、いきなり地方の何と

か会社に転職するのはさすがにハードルが高いので、１回バッファー機関を置

けないか。例えば地域の何とか会社、これはできれば民間ベースだと思ってい

ます。そこに１回転職をしてもらって、そこはそれなりに信用力があって、奥

さんも反対しないというようなところにして、そこから１回、副業で２～３社

入ってもらって、例えば週２日、３社やってもらおう。オーナーと本当に息が

合ってビジョンに共感したら移ればいいではないかといったような、何らかの

バッファー的なものもひょっとしたらあっていいのかなと。いずれにせよ、お

見合い期間をうまくつくっていくということを工夫できないかなと思っている

ところです。 

 

（小林会長）  

 先ほど小城さんが指摘された「人事部を通さないほうがいい」というのは、

まさに賛成です。社内公募制度はいろいろな会社が持っていると思うのですが、

何か新しいプロジェクトをやろうとしても、既存の事業ラインだったら絶対に

有能な人材を手離したがりませんから、ネットか何かを通じた社内公募で、人

事部関係なく個人単位で手を挙げてもらうほうがいい。そういった社内公募制

度の対象を、小城さんの手掛けるような社外、中小も含めた案件にまで広げる

のは決して難しいことではないなと感じました。 

 

（小城株式会社日本人材機構代表取締役社長）  

ありがとうございます。我々も現在、地方のそういう右腕的な、まさに腕が
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鳴るようなポジションを公に出せるような準備をしておりまして、そこでまさ

にこれはオールジャパンの公募なのだということをぜひやっていきたいと思い

ます。 

 あと、先ほど小林会長から人材育成の話で山田さんに質問があったので、１

つだけ補足しますと、地方の中小企業の右腕をやることは経営力が急激に高ま

ると思っているのです。したがって別に地方に行ったきり東京に戻ってこれな

いということは全くないと思っています。今、労働市場は残念ながら首都圏と

地方で分断されています。それをくっつけることによって東京の例えば40歳の

ビジネスパーソンが地方の会社でオーナーの右腕を５、６年ぐらいやる。多分、

経営力は一気に上がります。その方が東京に戻ってくれば、これはすごい経営

人材になると思うのです。今、日本中で経営人材が足らないと言われています

けれども、実は地方にそれを育成するプラットフォームがあると見ていまして、

そういった労働市場がくっつくことによって、そのこともあわせて解決できる

のではないかと現在、考えているところです。 

 

（金丸副会長）  

 また厚労省と小城さんにお聞きします。小城さんは副業・兼業というのを相

当ポジティブに捉えていらっしゃる。そういう中、厚労省では副業・兼業がど

うあるべきか検討なさっておられて、そのとき労働時間がすごく気になる議論

のテーマの１つだと思うのですが、労働時間の通算を一律に規制するというの

は、私はやめたほうがいいのではないかと思っていまして、その点、現在の厚

労省の検討の様子と小城さんの意見をお聞かせいただければと思います。 

 

（土屋厚生労働省大臣官房審議官（労働条件政策担当））  

厚生労働省の土屋でございます。よろしくお願いいたします。 

 今、お話がありました副業・兼業につきましては、働き方改革実行計画の中

で一定の方向をいただいておりまして、先ほどデータでもお示しをいたしまし

たように、そもそも認めている企業が14.7％というような状況の中で、まずは

副業・兼業のメリットのお示しを、これは働く方にとっても企業にとってもと

いう意味だと思っております。お示しをし、かつ、ネックになっているものの

１つに、私どもがモデル就業規則というものをお示ししていますが、このモデ

ル就業規則で原則禁止という前提で今、私どもがお示しをしてしまっていると

いう現状があり、特にこのモデル就業規則は中小企業には広く御参照いただい

ているようなものになっておりますので、そこを一種解除いたしまして、メリ

ットを承知していただき、そもそも副業・兼業というのは認める方向だよとい

う方向を出していく。そういった形で推進を図っていきたいと思っております。 

 あわせて今、金丸副会長からお話があった点でございますが、働き方改革実
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行計画の中にも、副業・兼業の普及促進が長時間労働を招くことがあっては本

末転倒だというお話も頂戴している中でございまして、現行の労働基準法の規

定といたしましては、事業場を異にする場合でも、労働時間の規定の適用につ

いては通算するという規定があって、これを私どもの解釈で、事業場を異にす

る場合というのは事業主を異にする場合も含むという解釈を持っておりまして、

それが先ほどの副会長のお話につながっているのだと思います。現状そういう

解釈を持っているという状況でございますので、こういったことにも御留意を

いただく必要があるかなと思っています。 

 先ほどモデル就業規則の改定とあわせて、さまざまな労働時間管理や各種の

制度の適用という意味での現状の制度について御留意いただきたい点をまとめ

てガイドラインにして、それを御参照いただきながら副業・兼業について各企

業でお考えをいただくという方向で、これを先ほど申し上げました検討会で年

度内につくっていくという方向で考えているということであります。 

 なお、副会長から御提示のあったような制度的な検討についてのいろいろな

議論もこれから出てくるものと思っておりますが、それはガイドラインを策定

した上で今後の議論としてまた深めていきたいと思っておるところです。 

 

（広瀬日本経済再生総合事務局次長）  

１点確認ですけれども、今の労働時間の通算のところが、たしか通達という

のは相当前、数十年前に出た通達だと思いますが、あれは普通、別の雇用主で

兼業するということがもともとない時代のもので、１つの雇用主で別々の事業

場で働くという場合に通算をするということだと理解していますが、今、留意

をしていただきたいという御発言がありましたけれども、今後まさにいろいろ

なところで副業・兼業をしていくという時代の中でも、基本はそれを維持する

方向で御検討されているという意味ですか。 

 

（土屋厚生労働省大臣官房審議官（労働条件政策担当））  

今、申し上げましたように、私どもの解釈として持っているという現状がご

ざいまして、その前提で今の制度のもとで副業・兼業をやっていただくに当た

ってのガイドラインというのを、これは年度内にということでやっているとい

うことであります。その上で先ほど申し上げましたように、さまざまな御議論

に関しての検討は、引き続き深めていく場面というのがあるかなと思っている

ということであります。 

 

（小城株式会社日本人材機構代表取締役社長）  

御参考までに、先ほど我々が御紹介したアンケートと同じサンプルに、兼業・

副業と聞いて何を思うかと聞いたことがあるのです。一番に返ってくるのが、
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まず小売店舗とかああいったところのアルバイトです。２つ目がインターネッ

トを使ったｅコマースとか投資。これが副業・兼業の今のイメージなのです。

それが大層なのです。 

 私たちが本当にやってほしいのは、例えば週末CIOだったら山ほどニーズがあ

るのです。週１日でいいのです。その方というのは恐らくいわゆる労働力、労

働者というよりは、大企業に在籍しているかもしれないけれども、実態上は自

立していて、かつ、高度な仕事をしていて、自分の能力を使いたいという思い

を持っている人だと思うのです。したがってターゲットをどこに置くのか、も

しくはどのような仕事を想定するのか。兼業・副業はすごく広い概念なので、

もう少し精緻にしたほうがいいのではないかと思います。多分、週１回、札幌

に来てCIOしませんかと言ったら結構手が挙がると思うのです。そういうニーズ

は地方に山ほどあるので、その辺で東京の能力をぜひ使いたいと思っています。

それが実現できるような制度設計をぜひ政府にお願いしたいと思います。 

 

（広瀬日本経済再生総合事務局次長）  

ありがとうございます。 

 私のほうから１つ厚労省と小城さんに御質問なのですけれども、まさに小城

さんのほうからも、大企業に眠っている人材をどう持っていくか、気づかせる

ということも大事ですし、先ほどの山田理事のプレゼンの中にも、節目節目で

キャリアの棚卸しをすることが大事だというお話がありました。 

 厚労省の政策の中でジョブ・カードの仕組みがあって、まず厚労省さんにお

聞きしたいのは、ジョブ・カードを実際に持つ人が累計でいくと増えていると

いうことですけれども、実際に例えば登録をしたけれども、その後、全然見た

ことがないという人がいるとすると、それは余り意味がないということなので、

実際に累計で増えてはいますが、厚労省さんとしてジョブ・カードを実際に始

めて、それが実際のいろいろな働いている方々の気づきの機会につながってい

るという感じで評価されているか、あるいはこういう部分が足りないという風

に思われているかどうかという点を１つお聞きしたいのと、逆に小城さんのほ

うには、まさに気づかせるということが大事になってきますし、年齢が非常に

大事だという話がありましたけれども、今、厚労省とか関係各省の政策をお聞

きになって、こういう政策のところがもっとこうなると、より気づきの点が後

押しされるのではないかとか、あるいは今ジョブ・カードの話とか、労働移動

支援助成金の政策とかありましたけれども、うまく組み合わせていくとより人

が移動をすることが楽になるような政策につながり得るかとか、いろいろな視

点があると思うのですけれども、何かコメントがありましたらぜひお願いをい

たします。 
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（安藤厚生労働省人材開発統括官）  

厚生労働省の人材開発統括官でございます。 

 ジョブ・カードについての御質問でございますけれども、ジョブ・カードに

ついては御承知かと思いますが、始めたころになかなか普及しないということ

でいろいろ検討を重ねまして、27年10月にコンセプトを整理しまして、ジョブ・

カードというのは生涯を通じたキャリアプランニング、それから、職業能力証

明の機能を担う１つのツールなんだということで整理をして、対象につきまし

てもそれまではどちらかというと雇用型の訓練と言っていますけれども、訓練

と組み合わせて使うためのツールという性格がかなり強かったわけですが、発

行対象についても広く在職者、離職者、学生にも使えるようなものにしていく

ということで整理をしているところでございます。 

 確かに累計枚数はそこそこ出ておりますけれども、おっしゃるようにそれが

そこから先、使えているかということについての網羅的なチェックができる仕

組みになっておりませんので、動いているかどうかということについてはまた

検討が必要かと思いますが、ただ、使われているところにつきましては特に企

業の中でお使いになる場合がありまして、それは訓練とセットで使われている

ころですけれども、それは雇用型の訓練を行う事業主の方からも訓練の進捗状

況が評価できる。また、節目節目で客観的な自分の能力の上がり具合というも

のが労働者の方にも具体的に把握できて、次に目指すべきポイントをすり合わ

せることができるということで、非常に評価されております。 

 そういった形でキャリアコンサルティングとセットにしてジョブ・カードを

使えるツールにしていくことを考えていかなければいけないのですけれども、

ジョブ・カードそのものは今、告示で様式も定まっていまして、かなりリジッ

トな形になっていますので、そのものを活用しろと言っても多くの企業の皆様

は既にいろいろな人材管理のためのツールをお持ちですので、そういうわけに

もいかないだろうということもございますし、それは働く側にとっても同じよ

うな事情があると思います。ですのでそういったことについてもう少し柔軟に

活用できるような方策について今、検討をしていまして、結論を出していきた

いと思っております。 

 以上でございます。 

 

（小城株式会社日本人材機構代表取締役社長）  

早いタイミングで１回、自分自身と向き合う、もしくは人事が正直なことを

言ってあげるという場をどうつくるかだと思うのです。40歳のときに言ってや

ったほうが絶対にいい人がたくさんいるはずなのです。 

 日本の企業は人にやさしいというのはうそだと思っていまして、本当にやさ

しかったら言うべきですと。大企業の出世なんて半分以上が運なので、その人
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の実力で決まるわけがない。だったら残念ながら君はここでチャンスがないか

もしれないけれども、ほかだったらいけるのではないかということをどうして

人事は言わないんだというのを40歳前に何かそういうことを入れたらいい。リ

クルートがなぜすごいかというと、あの会社では40歳前に独立しないやつはで

きないやつだというのが社内の共通認識なのです。なのでみんなやめていくわ

けです。当たり前のように。みんな自立しているわけです。もしくはいつかは

ちゃんと自立しないといけないと思って日々暮らすわけです。そういう緊張感

をどれだけ早くから持ってもらうか。これはどれだけ制度になじむかわかりま

せんが、企業の人事セクターもしくはそれをバックアップするところに大きな

改善ポイントがあるのではないかと強く信じております。 

 

（広瀬日本経済再生総合事務局次長）  

今の点について、せっかく亀田部長にも来ていただいておりますので、ある

意味では今の話も含めて、あるいは先ほどIT人材の処遇のところが、どうして

もマネジメント的になっていくのではないかという指摘もありました。まさに

企業のほうのいろいろな選考や採用機会などをどう柔軟にしていくかというこ

とも、ある意味では産業界の取り組みとして大事になってくると思いますけれ

ども、今ご覧になっていて企業として何ができるかとか、どう変わっていく兆

しがあるかという、そういった点についてコメントをいただけますでしょうか。 

 

（亀田株式会社三菱東京UFJ銀行執行役員システム本部長） 

まず先ほど経済産業省さんからお話のあった処遇の話は、まさにそのとおり

だと思っております。特に我々のようなシステムユーザー企業においては、シ

ステムを開発するという行為自体が、プロジェクトマネジメントや、組織をマ

ネジメントするという部分に極めて大きく依存しております。尖ったスキルを

使ってシステムを作るという側面よりはむしろ、コミュニケーションやリーダ

ーシップでプロジェクトをしっかりとマネージし、期限と品質とコストをキチ

ンと守ってシステムをつくっていくことが重視される傾向にあります。コミュ

ニケーション能力が重用される傾向があるといったところがその理由の一つだ

と思っております。 

 スキル定義については、スキルの標準化をもう少し明確にする必要があると

思います。スキルを標準化するITSSの取り組みは非常にすばらしいと思います

が、定義し切れないところもあります。いかに定義しきれない部分の見える化

を図っていけるかも大きな課題だと思っておりまして、例えば今後益々重要性

を増すグローバルな人材活用という観点で申し上げると、グローバルにスキル

の標準化が定義されれば、より人材の活用も可能になる。アジアなど海外でも

IT人材を供給できるところがたくさんあり、その活用も考えると、ITスキルを
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見える化していくことが重要だと思っています。 

 一方で先ほどの小城さんの話に絡むのですが、大企業でITプロジェクトをマ

ネジメントしてきた人は、ITだけではなくて、投資・経費管理や人材育成を含

むいろいろな経験をしています。こういった経験を持つメンバーがグループの

会社や外の企業に行って、例えばシステムのマネジメント等の役割を任される

と非常に重宝されるのです。中小企業に行くとシステムだけではなくて、経営・

企画・管理など一体で見ていかれるような組織も多いので、テクノロジーの専

門家として来てもらったのだけれども、実はいろいろなことを知っていて、あ

らゆるマネジメント、経営ができるということで重宝されるケースが多くある

ように思います。ですから、先ほど小城さんがおっしゃったように、大企業で

経験を積んだ人材を地方で有効活用するという考え方も当然あるのかなと思っ

ております。 

 

（金丸副会長）  

亀田部長に今の関連でお聞きしたいのですが、例えば今、データサイエンテ

ィストという人たちの専門性の高い職種に対する処遇というのは、例えばシリ

コンバレーだと、Ph.D.を取っているような新卒で入ってきた人でも2,000万ぐ

らいの年俸で、大体平均5,000万とか言われているのですが、では亀田さんのと

ころでそういうスペシャリティーを持っている人たちの処遇についての企業体

系上の手当みたいなものは、おありになられるのでしょうか。 

 

（亀田株式会社三菱東京UFJ銀行執行役員システム本部長） 

私どもはITだけではなくトレジャリーのエリアなどの幅広いエリアで、プロ

認定制度を設けておりまして、プロフェッショナル処遇という制度も持ってお

ります。ただ、今おっしゃったようなレベルで大きくジャンプアップが可能と

いうようなことは、現状ではまだございません。 

一方で私どもは、グループの中にIT企業も抱えておりますので、そういった

ところで処遇にメリハリをつけることも検討しうると考えております。 

 

（広瀬日本経済再生総合事務局次長） 

ありがとうございます。 

 あと一点、川田学長がいらしていますので、先ほど専門職大学のところでも、

あるいは官民コンソーシアムのところで、教育を行うに当たっていかに産業界

と協力をしていくのかということが大事だという話もございましたけれども、

学校現場から見てどういうインプットをしてもらうといいか、ある意味、学校

側からむしろこういうことができているという情報提供と、産業界からの人材、

カリキュラム、教材などの提供という、双方向だと思うのですが、官民コンソ
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ーシアムなり専門職大学を今後より意味があるものにしていく上で、どのよう

なことをしていけばいいのかということについてコメントをいただければと思

います。 

 

（川田産業技術大学院大学学長） 

産業界からの要請については、我々が専門職大学を12年前に開学したときに、

運営諮問会議という日本のベンダー系企業を中心に執行役員以上の方に集まっ

ていただき、当時、日本IBMの会長をされていた方々を中心に、現在も続いてい

るコンソーシアムをつくり産業界からの要請を受け入れるようにしました。 

 このコンソーシアムでは参加企業の部長クラスの方に実務担当者会議をつく

っていただき、年に５～６回、大学に来ていただいています。そして、本学の

あらゆる事業を見ていただいています。そういうことを通じてどういうスキル

が今、必要で、ここでは今、何が足りないか。あるいは業界の中ではそれぞれ

ユーザー系とベンダー系も両者取りまとめておりますけれども、時代に応じて

必要となるスキルは変わってきますので、必要なスキルが何かという情報を得

られるようにするということなど、コンソーシアムを組むことで、かなりいい

産学の融合ができていると思います。 

 あと、我々の大学はキャリアの見本みたいな学生が集まっております。最近

74歳の方が起業したいといって入学されましたけれども、そういった状況で企

業のいろいろなキャリアの方と大学との交流の中で、今産業界において何が必

要かということがわかるようになっていると思います。 

 あと一点だけ、グローバル化のことで今ちょうどお話があったのですけれど

も、本学では、日ASEAN基金で１億円ほどの資金を得て、我々の主催している

ASEANの大学のネットワークがあり、そのネットワークを通じて最近、専門職教

育のカリキュラムとかそういったものの標準化みたいなものを取りまとめまし

た。日本企業と接するだけでは、日本のスキル標準とかそういうものを見てい

るだけでは限界があります。ASEAN諸国もタイとかベトナムとか、ミャンマーで

あるとかラオスであるとかカンボジアなど各国で格差がございます。それぞれ

の国でどういった人材が必要になっていて、どういうスキルが今、必要かとい

うことを把握することを通じて、今後、日本企業の方が我々の大学院で学んで、

そしてASEAN諸国と交流する中で重要なジャンルは何だということもわかるよ

うになると考えています。今後いろいろな専門職大学院であるとか、専門職大

学のカリキュラムを検討する上で、近隣の特にアジア諸国の動向も必要だと考

えております。 

 

（金丸副会長）  

最後、ITのところをお話したいのですが、最近、シリコンバレーで子供用の
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絵本というのがベストセラーになって、それがGirls Who Codeという絵本なの

ですけれども、これは小さな女の子がプログラミングをするというものです。

これをたくさんの両親たちが買い求めて、ベストセラーになった。ちょっと前

はもともとフィンランドのリンダさんという女性が、これも同じように女の子

にプログラミングというものをどうやって教えるか、と絵本をつくったものが

あって、世界中でヒットしたのです。文科省さんも2020年から小学校、中学校

から義務教育化に取り組んでいただいているわけですけれども、我々はおくれ

ながらやるのでスピードは先行している人より早くないと追いつかないことに

なりますので、文科省さんも勿論本気で取り組んでいただいているのですが、

世界との差はぜひ意識してほしい。そのためにもこの分野における、民間に広

くキックして大きく動いていただくという官民共同ももちろん重要なのですけ

れども、ぜひ来年度、再来年度の予算取りだとか推進体制についてはどうお考

えなのか、そこを改めてお聞かせいただければと思います。 

 

（常盤文部科学省生涯学習政策局長）  

ありがとうございます。予算ということで言いますと、１つは先ほどの資料

で申しますと資料５の13ページのところからご覧いただければと思います。29

年度は既に本年度でございますので、平成30年度に向けましては、文部科学省

においては小学校プログラミング教育支援推進事業ということで指導事例、グ

ッドプラクティスの創出であるとか、指導手引書の作成あるいは各地域のリー

ダーとなる教員に対する研修、校内研修教材の作成等を予定しています。また、

総務省さんのほうでも取り組んでいただいているということでございますので、

予算をしっかりと確保して、今、御指摘がございましたように32年度から本格

実施ですので、31年度には各学校現場でしっかりと取り組みが深められるよう

な準備を進められるよう、予算事業の確保も取り組んでいきたいと思っており

ますので、ぜひ御指導、応援をよろしくお願い申し上げます。ありがとうござ

います。 

 

（吉田総務省大臣官房統括審議官（情報通信担当））  

総務省でございます。 

 今、文科省さんからお話がございましたけれども、これにつきましては私ど

も文科省と連携、協力をずっとやっている中でいろいろな取り組みをやってお

ります。今の資料の総務省のところの右の30年度以降のところでございますが、

予算ということですと、今そこに地域におけるIoTの学び推進事業と書いており

ますけれども、仮称で地域IoTクラブとか言っておりますが、イメージといたし

ましては今、サッカークラブですとか少年野球団みたいなものが全国津々浦々

にございますけれども、それと似たような形でプログラミング教育の必修化に
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よって関心を持った子供たちが学校帰りでも、まさに地域のIoT版の野球団、サ

ッカークラブ的な取り組みができるような環境を整えられないかということで、

これは来年度からトライをしていきたいと思っていまして、先ほどGirls Who 

Codeみたいなお話もございましたが、長期的に、10年後の高度人材の輩出の裾

野を広げる取り組みも課程外でありますけれども、やっていきたいと思ってい

ます。引き続きこのあたりは文部科学省さんと連携、協力をしながら取り組ん

でまいりたいと思っております。 

 

（広瀬日本経済再生総合事務局次長）  

ありがとうございます。小林会長、最後に何かコメントはございますでしょ

うか。 

 

（小林会長）  

 文科省、経産省、総務省、厚労省という複数の省庁が、同じ資料を使ってま

とめて御説明いただいたというのは、私にとって初めての経験でした。これは

見事に府省連携ができつつあるなと非常に意を強くいたしました。どうもあり

がとうございました。 

 

（広瀬日本経済再生総合事務局次長）  

ありがとうございます。 

 それでは、最後に越智副大臣から御挨拶をいただきます。 

 

（越智副大臣） 

 本日も朝早くから活発に御議論をいただきまして、本当にありがとうござい

ました。 

 今、小林会長から話がございましたが、本当に各省が一緒になって御準備い

ただいて、これまでの成長戦略の進捗状況や今後の取り組みの方向性について、

御説明をいただきました。 

 その中でいろいろと議論が出たように、どのような取り組みが足りないのか

とか、もう少しわかりやすくしたほうがいいのではないかとか、国民目線にし

たほうがいいのではないかとか、あるいはこれからどのような方向性で具体的

に取り組んでいくべきかなど、いろいろと課題が明らかになってきたと思いま

すので、ぜひきょうの議論を斟酌していただいて、各省でさらに検討を加速化

していきたいと思っております。 

 また、有識者の皆様からは斬新な視点で御提案をいただいたと思います。小

城社長からはいろいろなことを聞いてしまいましたけれども、地方経済と首都

圏人材、幹部人材の融合といいますか、それによって地方経済を強化していく、
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その道筋についていろいろとお考えを聞かせていただきましたし、山田さんか

らは専門職を重視するという企業側の努力と、社会人教育という学校側の努力

と、この産学の協力の中で生産性を向上していくことがいいのではないかとい

う御提案をいただいたと思いますけれども、これからも私たちも既存の枠組み

にとらわれることなく、新たな発想で施策を検討していくことが重要であると

いうことを改めて感じさせていただいた次第でございます。 

 最後になりますけれども、生産性革命の実現に向けて人材力を強化するため

には、産業政策、労働政策、教育政策等が一体となって取り組んでいくことが

必要でございます。引き続き各省におかれましては、連携してパッケージで施

策を検討していただくようお願い申し上げして、御挨拶といたします。きょう

はありがとうございました。どうぞよろしくお願いいたします。 

 

（広瀬日本経済再生総合事務局次長）  

ありがとうございました。 

 以上をもちまして、本日の会議を終了させていただきます。 

 この後、11時45分から本日の会議の中身につきまして、事務局からプレスへ

ブリーフィングをさせていただきます。ブリーフィングは原則、民間議員の皆

様方の御発言につきましては名前を伏せることといたしますけれども、発言者

の確認を経た上で後日、議事要旨を公開したいと思いますので、よろしくお願

いいたします。 

 それでは、本日はどうもありがとうございました。 


